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 このことについて、別紙のとおり策定しましたので、お知らせいたします。 
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第１章 環境基本計画の基本的事項 

１ 計画の策定の背景と目的 

私たちのまち武蔵村山市（以下「本市」といいます。）は、狭山丘陵の自然を有し、

都心近郊のみどり豊かな住宅都市として発展してきました。そして、自然や文化、産業、

観光が一体となったまちづくりに取り組んでいます。 

本市では、平成１６年７月に、環境の保全等に関する基本理念、市・市民・事業者の

責務、環境保全等に関する基本的施策を定めた｢武蔵村山市環境基本条例｣（以下「環境

基本条例」といいます。）を施行しました。また、｢環境基本条例」第８条の規定に基

づき、環境基本条例の基本理念を具体化し、環境保全等に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るため、平成１８年１２月に｢武蔵村山市環境基本計画｣（以下「前計画」

といいます。）を策定し、平成２４年度に、環境問題や社会情勢の変化を踏まえ前計画

の改訂を行いました。そして、平成２７年度に目標年度を迎えました。 

環境を取り巻く課題は、市だけで解決できる問題ではなく、一人ひとりのライフスタ

イルの転換や事業者の事業活動の転換も求められます。この１０年間で、環境に関する

法体系が整備され、市民・事業者の環境に関する意識も高まってはいますが、課題解決

に当たっては、市・市民・事業者が一体となった取組が、今後より一層求められます。 

このような、環境を取り巻く状況の変化を踏まえ、前計画が平成２７年度に目標年度

を迎え、また、社会情勢の変化や新たな課題等に対応するため、｢武蔵村山市第二次環

境基本計画｣（以下「本計画」といいます。）を策定したものです。 

この度、本計画が中間年を迎えましたので、環境問題や社会情勢等の変化を踏まえ、

改訂を行いました。 

 

 

  

武蔵村山市環境基本条例（抜粋） 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全、回復及び創造（以下「環境の保全等」という。）について、

基本理念を定め、並びに武蔵村山市（以下「市」という。）、市民及び事業者の責務を明ら

かにするとともに、環境の保全等に関する施策の基本となる事項を定めることにより、その

施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたって市民が自然と共生し、健

康で安全かつ快適な生活を営む上で必要とする良好な環境を確保することを目的とする。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全等は、市民が健康で安全かつ快適な生活を営む上で必要とする良好な環境

を確保し、これを将来の世代に継承していくことを目的として行われなければならない。 

２ 環境の保全等は、人と自然とが共生し、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な循環型

社会を構築することを目的として行われなければならない。 

３ 環境の保全等は、すべての日常生活及び事業活動においてすべての者が協働することによ

って積極的に推進されなければならない。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、｢環境基本条例」に基づき定めるもので、｢武蔵村山市第五次長期総合計画

（令和３年度～１２年度）」を上位計画とし、環境分野を担う基本計画として位置づけ

ています。 

なお、｢武蔵村山市まちづくり基本方針」などの関連計画における環境に関する施策

とも整合性を図ります。 

 

＜環境基本計画の位置づけ＞ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画は、平成２８年度から令和７年度までの１０年間を計画期間とする「武蔵村山

市第二次環境基本計画」を改訂したものであり、計画期間は令和３年度から令和７年度

までの５年間とします。 

ただし、計画期間中にあっても、環境問題や社会情勢等の変化が生じた場合、必要に

応じて見直しを行うこととします。 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

  

 

 

見直し 

  

 

  

    

 

     

（国）環境基本法⇒環境基本計画 

武蔵村山市環境基本条例 

武蔵村山市第五次長期総合計画 

武蔵村山市第二次環境基本計画（改訂版） 

武蔵村山市まちづくり基本方針（改定） 

武蔵村山市第二次みどりの基本計画 

武蔵村山市一般廃棄物処理基本計画 

武蔵村山市第三次地球温暖化対策実行計画 

武蔵村山市第三次農業振興計画 

武蔵村山市第五次生涯学習推進計画 

 

（都）環境基本条例⇒環境基本計画 

武蔵村山市第二次環境基本計画 武蔵村山市第二次環境基本計画(改訂版） 
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４ 計画の対象地域 

本計画の対象地域は、武蔵村山市全域とします。ただし、市単独では解決が容易でな

い問題については、周辺自治体や国、都との連携を図ります。 

 

５ 計画の推進主体 

本計画の推進主体は、環境基本条例に基づき、市・市民・事業者です。 

市・市民・事業者は、環境基準の遵守と維持に努め、それぞれの立場でそれぞれの役

割を担い、相互に連携を図りながら、積極的に行動することが基本になります。 

 

＜計画の推進主体とその責任と役割＞ 

 

 

  

•環境に関する施策を策定し、実施します。

•自ら率先して環境負荷低減に取り組み、市民・事業者と連
携を図り、環境に関する取組を実施します。

•市民・事業者が環境保全等に関し理解を深め、意識の向上
を図るとともに、取組を推進するため、環境の保全等に関
する学習の機会や情報の提供、活動の支援を行います。

市の責任と
役割

•日常生活において、環境に配慮した生活を行い、環境の負
荷の低減に努めます。

•環境の保全等に関する学習の機会や地域活動に積極的に参
加するなど、身近なところから主体的に取り組みます。

市民の責任
と役割

•関係法令を遵守し、事業活動に伴う環境負荷の低減に努め
ます。

•事業活動に係る製品等の使用又は廃棄されることによる環
境への負荷を低減するために必要なことを実施するよう努
めます。

•地域の一員として、環境の保全等に関する学習の機会や地
域活動へ参加します。

事業者の責
任と役割
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地球環境 

（地球温暖化、資源・エネルギー、ごみの排出・リサイクル等） 

 

 

６ 計画の対象とする範囲 

本計画の対象とする範囲は、「自然環境」、「都市環境」、「生活環境」、「地球環

境」とします。また、これらの４つの環境と横断的に係わる「参画と協働、環境教育・

環境学習、環境行動」を範囲に含めます。 

対象とする範囲は以下の４つの環境及び横断的な対象を１分野とします。 

 

＜計画の対象とする範囲＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然環境 

（樹林地、水辺、動植

物、生態系） 

 

生活環境 

（大気汚染、悪臭、水質

汚濁、騒音・振動、土

壌汚染・地下水汚染・

地盤沈下、有害化学物

質） 

） 

 

都市環境 

（公園、農地、景観、歴

史的文化遺産） 

 

＜横断的な対象＞ 

参画と協働、環境教育・環境学習、環境行動 
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第２章 環境に関連する動向 

１ 環境を取り巻く社会情勢 

前計画の計画期間（平成１８年度から平成２７年度まで）の国内及び国際動向について以

下にまとめます。 

｢第四次環境基本計画」、｢第三次循環型社会形成推進基本計画」が閣議決定されるととも

に、近年は、「エネルギー」や「低炭素」に関する動向は流動的となっています。 

また、「生物多様性」、「環境教育」に関する動きにも留意する必要があります。 

年度 主 な 国 内 動 向 主 な 国 際 動 向 

平成 
１８年度 

・ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促
進等に 関する法律（容器包装リサイクル法）
改正（容器包装廃棄物の３Ｒ（リデュース、
リユース、リサイクル）の推進等） 

・ ＥＵのＲｏＨＳ指令施行（電子・電気機器
における特定有害物質の 使用制限） 

平成 
１９年度 

・ 食品循環資源の再生利用等の促進に関する
法律（食品リサイクル法）改正（食品循環資
源の再生利用等を一層促進） 

・ ＩＰＣＣ第４次評価報告書発表 

平成 
２０年度 

・ 地球温暖化対策の推進に関する法律改正 
（地方公共団体実行計画の拡充、温室効果ガ
ス排出量算定・報告・公表制度の対象拡大） ・
生物多様性基本法、エコツーリズム法施行 

・京都議定書の第一約束期間開始 

平成 
２１年度 

・ エネルギー供給事業者による非化石エネル
ギー源の利用及び化石エネルギー原料の有
効な利用の促進に関する法律施行・特定家庭
用機器再商品化法（家電リサイクル法）改正 

・ 国連気候変動サミット開催 
・ ＣＯＰ１５開催（コペンハーゲン合意に留
意） 

平成 
２２年度 

・ 地域における多様な主体の連携による生物
の多様性の保全のための活動の促進等に関
する法律（生物多様性保全活動促進法）施行  

・ 国際生物多様性年 
・ ＣＯＰ１６開催（カンクン合意） 

平成 
２３年度 

・ 電気事業者による再生可能エネルギー電気
の調達に関する特別措置法（再生可能エネル
ギー特別措置法）施行  

・ ＣＯＰ１７開催（ダーバン合意） 

平成 
２４年度 

・ 第四次環境基本計画の閣議決定 
・ 都市の低炭素化の促進に関する法律（エコ
まち法）施行（低炭素まちづくり計画の策定
など低炭素社会を促進） 

・ 環境教育等による環境保全の取組の促進に
関する法律（環境教育等促進法）施行 

・ 国連持続可能な開発会議（リオ＋２０）開
催 
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年度 主 な 国 内 動 向 主 な 国 際 動 向 

平成 
２５年度 

・ エネルギー使用の合理化等に関する法律
（省エネ法）の改正 

・ 循環型社会形成推進基本計画（第三次循環
基本計画）の閣議決定 

・ 使用済小型電子機器等の再資源化の促進に
関する法律（小型家電リサイクル法）施行 

・ 水銀に関する水俣条約採択 

平成 
２６年度 

・ 公共工事の品質確保の促進に関する法律の
改正 

・ ＩＰＣＣ第５次評価報告書統合報告書の公
表 

平成 
２７年度 

・ 建設リサイクル法の改正 
・ フロン類の使用の合理化及び管理の適正化
に関する法律（フロン排出抑制法）施行 

・ ＣＯＰ２１開催（パリ協定採択） 
・  国連サミットでＳＤＧｓ採択 

 

また、本計画のこれまでの計画期間（平成２８年度から令和元年度まで）の国内及び国際

動向として、｢地球温暖化対策計画」が閣議決定され、「パリ協定」が発効するとともに、

近年は、「気候変動への適応」や「廃プラスチックによる海洋汚染問題」等が大きな問題と

して取り上げられています。 

年度 主 な 国 内 動 向 主 な 国 際 動 向 

平成 
２８年度 

・ 政府が２０５０年までに８０％の温室効
果ガスの排出削減を目指す「地球温暖化対
策計画」を閣議決定した。 

・ ２０１５年１２月のＣＯＰ２１で採択さ
れた地球温暖化対策の新枠組である「パリ
協定」を批准した。 

・ ２０１５年１２月のＣＯＰ２１で採択さ
れた地球温暖化対策の新枠組である「パリ
協定)」が発効(２０１６年 １１月４日)し
た。 

平成 
２９年度 

・ 環境省に「環境再生・資源循環局」が設
置された。 

・ 国内希少種の指定からオオタカが解除さ
れた。 

・ トランプ米大統領がアメリカ合衆国の
「パリ協定からの離脱」を宣言した。 

平成 
３０年度 

・ 都道府県及び市町村でも気候変動適応計
画の策定を努力義務として定める「気候変
動適応法」が制定・施行された。 

・ ＣＯＰ２４でパリ協定の本格運用に向け
た実施指針「カトヴェツェ気候パッケー
ジ」が採択された。 

令和 
元年度 

・ 資源の有効利用、海洋プラスチックごみ
問題、アジア諸国の輸入制限への対応等の課
題に対処し、持続可能な社会の実現に向けた
我が国の方向性を示す、「プラスチック資源
循環戦略」が策定された。 

・ Ｇ２０大阪２０１９で廃プラスチックに
よる海洋汚染問題や気候変動が重要な議題
として取り上げられた。 
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  低炭素社会に向けた法整備の推進 

平成２０年に｢地球温暖化対策の推進に関する法律」が改正され、一定規模以上の地

方公共団体は｢地方公共団体実行計画」を策定することが義務づけられました。さらに、

平成２４年には｢都市の低炭素化の促進に関する法律」（以下「エコまち法」といいま

す。）が公布され、低炭素なまちづくりに向けた取組が進められています。さらに、平

成２５年には、「エネルギー使用の合理化等に関する法律」（以下「省エネ法」といい

ます。）の改正が行われるとともに、全ての新築建築物の省エネ法適合義務化を令和２

年までに実施する方向で検討が進められました。 

また、近年、地球温暖化が原因とみられる日降水量１００ｍｍ以上の大雨や猛暑日の

日数が増加しており、今後は生態系や健康など広範囲への影響が予想（ＩＰＣＣ第５次

報告書）されているため、市民・事業者をはじめとする全ての主体が地球温暖化の防止

に関心を持ち、積極的に行動することが求められています。 

｢ＩＰＣＣ第５次評価報告書統合報告書」では、温暖化のリスクに対処し、影響を極

力減らす適応策の取組が必要とされており、国では適応計画の策定を予定しています。 

東日本大震災は、広範囲にわたる大津波の襲来による被害や原子力発電所の事故など、

深刻な問題を引き起こしました。これにより、国はリスク管理の在り方とともに、震災

前のエネルギー政策や地球温暖化対策を含めた環境政策の見直しを行っています。 

令和２年１２月には、政府が２０５０年の脱炭素社会の実現に向けた実行計画を取り

まとめ、遅くとも２０３０年代半ばまでに乗用車の新車販売をすべて電動車にする、二

酸化炭素を吸収する働きのある森林の整備や木材の利用の拡大を図るとともに藻場や

干潟の造成や保全を進める、排出された二酸化炭素を回収し、燃料などに活用するカー

ボンリサイクルに取り組む等、１４の分野で具体的な目標を設定し、達成に向けてあら

ゆる政策手段を総動員するとしています。 

このことから、引き続き、国の動向に留意するとともに、地域における取組を着実に

進める必要があります。 

 

 

  再生可能エネルギーの推進 

化石燃料系資源の枯渇や市場価格の変動、地球温暖化等を背景として太陽光、風力等

の再生可能エネルギーの開発、利用が推進されています。特に、平成２４年７月から開

始された「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の開始以降、太陽光発電を中心に

再生可能エネルギー発電などが増加しています。 

また、電力・ガスの小売自由化について、家庭用等規制が残る部分についても、平成

２８年に電気の自由化が、平成２９年に都市ガスの自由化がなされました。 

 

 

 

 



 

8 

 

  資源循環の質の向上 

石油や石炭といった化石燃料系資源に限らず、希少金属や飲料水といった天然資源の

枯渇が懸念されます。また、途上国が環境に十分配慮しないなかで急速に経済発展して

いることに伴い、資源消費量及び廃棄物の発生量の急増がみられます。さらに、化石燃

料系資源や希少金属等をめぐる国際紛争がみられます。 

資源やエネルギーを大量に消費する現状を見つめ直し、社会を持続可能なものへと見

直す価値観や意識の変化が地球的規模でみられます。また、閣議決定された「第三次循

環型社会形成推進基本計画」では、これまで進展した廃棄物の量に着目した施策に加え、

循環の質にも着目し、リサイクルに比べ取組が遅れているリデュース・リユースの取組

強化の必要性がうたわれています。 

一方で、東日本大震災、福島第一原子力発電所事故による大量のがれきや放射性物質

に汚染された廃棄物については、その処理を巡り大きな社会問題にもなりました。東日

本大震災以降、リスク評価の考え方は、防災面のみならず、環境面においても重視され

るようになりました。今後は、環境面においても安全対策に対する認識や協力関係の共

有を図ることが必要とされています。 

 

 

  公共施設・都市基盤ストックの更新 

各地方公共団体において公共施設等の老朽化対策が課題となっており、更新等を計画

的に行い最適な配置を実現することが必要となっていることから、国は、地方公共団体

に対して平成２６年４月２２日付で公共施設等総合管理計画の策定に取り組むよう要

請を行うとともに、同日付で「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」を示

しました。 

これに伴い、本市においても平成２８年度に武蔵村山市公共施設等総合管理計画 （全

体計画）（計画期間 平成２９年度～令和２８年度）、武蔵村山市公共施設等総合管理

計画（個別施設計画）（計画期間 平成２９年度～令和８年度）を策定し、現在推進し

ています。 

建築物の長寿命化を図ることは、資源の節約につながるものであり、また、新築・改

築時に、壁・窓の断熱化や再生可能エネルギー設備を導入することで、ＣＯ２排出量の

削減につながります。そのような視点から見ると、建築物が地球温暖化にもたらす影響

は大きいと考えられるため、環境に配慮した計画的な更新が求められます。 

建設廃棄物の排出量は、平成２９年度実績では、平成２０年度より約４．５％減少し

ていますが、再資源化・縮減率は、平成３０年度速報値では、平成２４年度と同様の９

０％で横ばいとなっています。 

今後、社会資本の維持管理・更新時代の到来により、建設副産物の発生量の増加が想

定されることから、これまでの高い水準での再資源化・縮減率の維持や発生量の増加へ

の対応が必要とされています。 
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(5) アスベスト対策 

近年、老朽化に伴う施設の更新が多く見られますが、その老朽化した建物を取り壊

す際に、施設で使用されていた建築資材に含まれるアスベストの除去に関する取扱い

方法等が問題視されています。 

大気汚染防止法では、アスベスト含有建築資材（以下「アスベスト含有建材」とい

います。）を３段階のレベルに分け、レベル１及び２に相当するアスベスト含有建材

について、それぞれ建築物又は工作物（以下「建築物等」といいます。）の取り壊し

又は修繕（以下「取り壊し等」といいます。）の際、事前に区市又は都道府県の職員

による立ち入り検査を実施していましたが、令和元年改正により、全てのアスベスト

含有建材の除去に際して規制が強化され、令和３年度及び令和４年度の２段階で施行

される予定です。 

 

 

(6) ＳＤＧｓに基づいた取組 

地球環境や経済活動等の様々な事項に関して、我々人類の営みを持続可能なものと

するため、平成２７年９月に、国連総会においてＳＤＧｓが全会一致で採択され、誰一

人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現が求められています。 

本市でも各施策において、ＳＤＧｓの達成に向けて取り組んでいく必要があります。 
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ＳＤＧｓ （Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ） 

（持続可能な開発目標）とは 

 

 

 

 

 

 

ＳＤＧｓとは、平成２７年９月の国連サミットで採択された“２０３０年に

向けた国際的な社会開発目標”であり、誰一人取り残さない持続可能で多様性

と包摂性のある社会の実現に向けて、１７のゴール、１６９のターゲットを位

置付け、２３２の指標を設定しています。 

これを受けて日本では、内閣総理大臣を本部長、内閣官房長官及び外務大臣

を副本部長、他の全ての閣僚を構成員とするＳＤＧｓ推進本部を設置し、「持

続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)実施指針」を策定しました。この指針は国連のＳ

ＤＧｓサミットの開催ごとに改訂を行っています。 

この指針の改訂版（令和元年１２月２０日）において、国が目指すビジョン

として「すべての人々が恐怖や欠乏から解放され、尊厳をもって生きる自由を

確保し、レジリエンス、多様性と寛容性を備え、環境に配慮し、豊かで活力が

あり、格差が固定化しない、誰一人取り残さない２０３０年の社会を目指す。」

が掲げられ、日本が特に注力すべきものとして、以下の８つの優先課題が提示

されています。 
 

【８つの優先課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地方自治体に求められる取組として、様々な計画へのＳＤＧｓの要

素の反映や、官民連携による地域課題の解決、地域資源を活用した持続可能

な社会の形成などが示されています。 

 

「ＳＤＧｓ実施指針改定版」（平成２８年１２月２２日ＳＤＧｓ推進本部決定 令和元年 

１２月２０日一部改訂）より抜粋 

①あらゆる人々の活躍の推進 ②健康・長寿の達成 

③成長市場の創出、地域活性化、 

科学技術イノベーション 

④持続可能で強靭な国土と 

質の高いインフラの整備 

⑤省・再生可能エネルギー、気候変動対

策、循環型社会 

⑥生物多様性、森林、海洋等の 

環境の保全 

⑦平和と安全・安心社会の実現 ⑧ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段 
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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の１７のゴールについて 

第五次長期総合計画（基本構想）で本市の新たな課題として位置付けた「ＳＤＧｓの達

成に向けた取組」に対応するために、基本計画では、ＳＤＧｓの１７のゴールのアイコン

を各施策に表示し、それぞれの施策がどのゴールの達成に資する取組であるかを示しま

す。 

ＳＤＧｓは、この１７のゴールの他に、１６９のターゲットを定めています。  

アイコン ゴールの名称等 アイコン ゴールの名称等 

 

１.貧困をなくそう 
あらゆる場所のあらゆる形態の貧

困を終わらせる 

 

10.人や国の不平等をなくそう 
各国内及び各国間の不平等を是正 

する 

 

２.飢餓をゼロに 
飢餓を終わらせ、食糧安全保障及

び栄養改善を実現し、持続可能な

農業を促進する 
 

11.住み続けられるまちづくりを 
包摂的で安全かつ強靭で持続可能な

人間居住を実現する 

 

３.すべての人に健康と福祉を 
あらゆる年齢のすべての人々の健

康的な生活を確保し、福祉を促進

する 
 

12.つくる責任つかう責任 
持続可能な生産消費形態を確保する 

 

４.質の高い教育をみんなに 
すべての人々への包摂的かつ公正

な質の高い教育を確保し、生涯学

習の機会を促進する 
 

13.気候変動に具体的な対策を 
気候変動及びその影響を軽減するた

めの緊急対策を講じる 

 

５.ジェンダー平等を実現しよう 
ジェンダー平等を達成し、すべて

の女性及び女児の能力強化を行う 

 

14.海の豊かさを守ろう 
持続可能な開発のために海洋・海洋

資源を保全し、持続可能な形で利用

する 

 

６.安全な水とトイレを世界中に 
すべての人々の水と衛生の利用可

能性と持続可能な管理を確保する 

 

15.陸の豊かさも守ろう 
陸域生態系の保護、回復、持続可能

な利用の推進、持続可能な森林の経

営、砂漠化への対処、ならびに土地

の劣化の阻止・回復及び生物多様性

の損失を阻止する 

 

７.エネルギーをみんなにそして
クリーンに 
すべての人々の、安価かつ信頼で

きる持続可能な近代的エネルギー

へのアクセスを確保する  

16.平和と公正をすべての人に 
平和で包摂的な社会を促進し、すべ

ての人々に司法へのアクセスを提供

し、あらゆるレベルにおいて効果的

で説明責任のある包摂的な制度を構

築する 

 

８.働きがいも経済成長も 
包摂的かつ持続可能な経済成長及

びすべての人々の完全かつ生産的

な雇用と働きがいのある人間らし

い雇用を促進する 
 

17.パートナーシップで目標を達成
しよう 
持続可能な開発のための実施手段を

強化し、グローバル・パートナーシ

ップを活性化する 

 

９.産業と技術革新の基盤をつく
ろう 
強靭なインフラ構築、包摂的かつ

持続可能な産業化の促進及びイノ

ベーションの推進を図る 
 

・カラーホイール 
１７のゴールそれぞれのカラーを一

つの輪として表現した、ＳＤＧｓを

象徴するアイコン 
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(7) 環境と経済の持続可能性の確保に向けた取組 

経済面ではグローバル化の進展に伴い、企業の国内生産拠点を海外へ移転させたり、

集約化する動きが進んでいましたが、円安等による国内回帰も進んでいます。 

環境省の推計によると、地球温暖化対策や資源有効活用分野といった環境産業の市場

規模はリーマンショックを受けて平成２１年に縮小しましたが、平成２２年は景気の持

ち直し等を受けて再び増加に転じ、平成２５年、市場規模約１００兆円（前年比約７．

５％増）、雇用規模約２５５万人（前年比約２．３％増）と増加傾向となっています。 

平成２６年以降は、市場規模ともにほぼ横ばいとなっています。 

 

 

出典：環境省ホームページ（環境経済情報ポータルサイト） 

 

出典：環境省ホームページ（環境経済情報ポータルサイト） 
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(8) 生物多様性の危機と都市における「みどり」の役割の多様化 

ア 生物多様性の危機 

地球規模で生物多様性を構成する主要要素（遺伝子、種、生態系）の損失が続いて

いると報告されています（｢地球規模生物多様性概況第３版」（平成２２年生物多様

性条約事務局公表））。日本国内においても、特に陸水生態系、沿岸・海洋生態系の

損失は大きいと報告されており（｢生物多様性総合評価」（平成２２年公表））、生

物多様性の保全と、生態系の持続可能な利用に向けた一層の取組が必要です。 

イ 都市におけるみどりの重要性の高まり 

都市のみどりは、従来の緑地としての役割に加え、ヒートアイランド現象によって

生じる夏季の局地的な気温の上昇に対する緩和作用や二酸化炭素の吸収効果があり

ます。 

生物多様性の確保や、自然とのふれあいの場の創出など、都市環境におけるみどり

に求められている機能は多様化し、重要性が高まっています。 

また、平成２７年４月に｢都市農業振興基本法」が制定され、都市農業の機能の発

揮や保全のため、その振興が国や地方自治体の責務として定められています。 

 

(9) 市民・事業者の参画の高まり 

ア 市民や事業者の役割の拡大、地域全体での環境保全へ 

少子高齢化により、環境保全の担い手が減少しており、地域全体で環境を保全して

いくことが求められています。また、公共的な領域・分野の管理運営は専ら行政が担

うものとされてきましたが、公共的な領域が拡大、多様化するなかで新しい公共の考

え方のもと、市・市民・事業者・ＮＰＯなど多様な主体がそれぞれの特徴を活かし、

協働して管理運営する事例が増えています。 

環境関連では、エネルギーという視点から、新たな事業者・ＮＰＯが積極的にまち

づくりに参画する様子も見受けられ、市民・事業者の役割が拡大しています。 

東日本大震災以降、防災の観点から地域のコミュニティ活動の重要性が再評価され

つつあり、これまで地域社会とつながりが少なかった市民の意識が変化し、地域活動

や社会貢献への関心が高まりつつあります。 

イ 学校や地域等における環境教育の充実 

平成２９年に小学校と中学校の学習指導要領が、平成３０年には高等学校の学習指

導要領が見直され、これらに社会に開かれた教育課程を重視することが盛り込まれま

した。さらに、環境保全活動・環境教育の一層の推進や幅広い実践的人材づくりを規

定した｢環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律｣（以下「環境教育等促

進法」といいます。）が平成２３年に施行されています。 

「環境教育等促進法」では、地域等における環境教育の充実や環境教育を推進する

仕組みの強化等を図ることが求められています。 
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２ 武蔵村山市の概要 

（1）将来人口 

人口減少社会への突入が危惧される昨今ですが、本市の、令和２年１月１日の人口は、

約７２，０００人と平成２５年以降ほぼ横ばいの状況となっています。 

なお、令和７年の将来人口推計値は、７５，０００人となっています。 

 

 出典：住民基本台帳による東京都の世帯と人口（令和２年１月１日現在） 
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出典：武蔵村山市第二期 まち･ひと･しごと創生総合戦略 

 

(2) 土地利用 

宅地は全体の６割を占め、増加傾向となっています。一方、畑、山林は減少傾向にあ

ります。 

 

出典：東京都の統計 
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(3) 産業構造 

第３次産業が最も多く、全体の７割を占めています。 

また、製造品出荷額、経営耕地面積は年々減少しています。 

 

出典： 東京都の統計 

資料：総務省統計局 「平成２４年経済センサス-活動調査」 

「平成２６年経済センサス-基礎調査」 

 

 

出典： 東京都の統計 

資料：総務省統計局 「平成２４年経済センサス-活動調査」 

「平成２６年経済センサス-基礎調査」 

※平成２７年は、経済センサス-活動調査の実施に伴い中止。 
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出典：武蔵村山市第三次農業振興計画 

資料：２０１５年農林業センサス 
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３ 市民意識 

平成２６年度に「武蔵村山市環境に関する市民・事業者意識調査」を２，０００人の

市民及び２００事業者を対象として実施しました。特徴的な結果を以下に示します。 

  関心のある環境問題 

平成１６年度時のアンケート結果と比べると、市民・事業者とも 「地球温暖化によ

る気象の異変や砂漠化」、「資源・エネルギーの浪費や枯渇」への関心が高まっていま

す。 

  市民の環境に関する取組状況 

１０年前に比べると環境に配慮した生活や事業活動が浸透している状況が分かりま

した。一方で、身近な環境の行動から一歩進んだ地域の取組への参加などはまだ浸透し

ていないことが課題として浮き彫りになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かなり環境に配慮した

生活をするようになった, 

15.6％

ある程度環境に配慮し

た生活をするようになっ

た, 63.8 ％

10 年前と変わらない, 

11.5 ％

環境に配慮することは

少なくなった, 0.5 ％

わからない, 5.3％

その他, 1.4％ 無回答, 1.0％

１０年前と比べて環境に配慮した生活をするようになったか

（SA；N=583）
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  事業活動の環境配慮状況及び地域活動に関する関心 

事業者では、「行政からの働きかけがあれば可能な範囲で地域に対する環境活動へ協

力したい」という声が全体の５３．３％を占めています。具体的には、「地域のまちづ

くり活動の支援」、「地域の美化・清掃活動」への協力が最も多い結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

かなり環境に配慮

した事業活動をす

るようになった, 

25.0％

ある程度環境に

配慮して事業活動

をするようになっ

た, 56.7％

10  年前と変わら

ない, 10.0％

環境に配慮するこ

とは少なくなった, 

0.0％

わからない, 5.0％

その他, 1.7％

無回答, 1.7％

環境に対する関心度

（SA；N=60）
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４ 策定に当たっての視点 

社会情勢の変化や市民意識、市の現状を踏まえ、将来にわたって、より良い環境づく

りを進めるためには、以下の視点が求められています。 

  計画を取り巻く社会潮流の反映（低炭素まちづくり、生物多様性等） 

法体系の整備や社会情勢等から、低炭素まちづくり、生物多様性、気候変動への対応

等について、考慮する必要があります。 

低炭素まちづくりに関連する地球温暖化やエネルギーについては、市民・事業者の関

心も高まっています。一方で、エネルギーに関する技術の進展や社会情勢の変化が目ま

ぐるしいことから、情報を見極めるとともに柔軟な対応が求められます。 

低炭素まちづくりについては、緩和策とともに、適応策に関する取組の検討も課題と

なり、基礎自治体として、まずは地域情報の収集、情報提供が課題と考えられます。 

生物多様性については、保全の視点に加え、生態系サービス等活用の視点も重要です。

特に、本市の狭山丘陵や住宅街の緑地や農地は、市民が本市の魅力として感じている環

境要素でもあり、積極的に保全していく必要があります。加えて、外来種などの課題も

深刻となっており、都や周辺市町と連携を図りながら、対策を行っていくことが重要で

す。 

また、生息環境の確保やヒートアイランドの視点からも、都や周辺市町と連携を図り、

残堀川、空堀川の水量確保の対策を行い、水辺の保全・水循環の創出を行っていくこと

が重要です。 

 

  市民ニーズを考慮した施策、分かりやすい施策の検討   

現状の本市の環境等について「武蔵村山市環境に関する市民・事業者意識調査」を２，

０００人の市民及び２００事業者を対象に実施し、得られた結果を施策の検討に反映し

て行くことが重要です。 

具体的には、１０年前に比べると環境に配慮した生活や事業活動が浸透している一方

で、地域の取組への参画などはまだ浸透していないことが課題であり、効果的な情報提

供の仕組みの検討も求められています。 

 

  利便性との両立 

市民が本市の魅力として感じている狭山丘陵をはじめとした「自然豊か」という点を

次世代に引き継ぐための取組を進めるとともに、「自然と利便性との両立」や「子ども

や高齢者、人々のつながり、活気のあるまち」が本計画ではキーワードとなると考えら

れます。また、本市において箱根ケ崎までのモノレールの延伸は悲願であり、今後も実

現に向け着実に一歩ずつ取り組んでいくことが望まれます。 

モノレール延伸の実現を見据えながら、本計画においては、利便性と環境の両立を行

い、新青梅街道沿いの環境まちづくりを進めていくことが重要です。 
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  多様な主体による取組の推進 

持続可能な社会の実現は、市単独で進めることは難しいため、市民・地域活動団体・

企業等がそれぞれの強みを活かし、より一層、協働して取組を進めていくことが求めら

れます。 

現在、地域での環境に関する取組を進めている事業者は少ないのが実状ですが、一定

の意向を示していることからも、関心のある事業者へ情報を届け、巻き込んでいくこと

も重要です。さらに、市民・事業者独自の取組が行われていることも推測されることか

ら、取組を把握し、その取組の支援（表彰、ＰＲ等）も考慮する必要があります。 

また、地球環境等の総合的な取組が必要な分野については、国や都と連携を図る必要

があります。 

 

  計画の進捗管理について 

改訂後の計画期間が５年間となりますが、環境を取り巻く社会情勢の変化や技術の進

展は目まぐるしいこと、また、｢みどりの基本計画」や｢一般廃棄物処理基本計画」等の

関連計画もあることから、柔軟に対応が可能となるよう本計画では大きな方針について

策定を行い、関連計画等で具体的な項目について定めることが重要です。 

さらに、進捗管理状況を市民に分かりやすく伝えるために、シンプルな施策体系、進

捗目標としていくことが必要です。 
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第３章 望ましい環境の保全と創出に向けて 

１ 望ましい環境像と施策体系 

  望ましい環境像 

本市は、都市近郊のベッドタウンとして発展してきた一方で、狭山丘陵をはじめとし

て、住宅地の生け垣などの緑地や農地、また、残堀川、空堀川といった水辺等の貴重で

豊かな自然環境を有しています。 

これは、市民にとっても、魅力的な要素となっているとともに、私たちはこの貴重な

財産を次世代につなげていく責務があります。 

一方で、市民が描く、将来の武蔵村山市の環境像は、豊かな自然環境を有していると

ともに、「人（子ども、高齢者）にやさしいまち」、「安心・安全のまち」、「人々と

の交流、つながり、活気のあるまち」などが挙げられています。 

これは、「環境の保全」だけでなく、「環境と快適性」や「環境と産業」を両立させ、

「住み良いまち」を築いていくことも重要な視点と捉えられているためと考えられます。 

こうしたことから、市が目指す望ましい環境像を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

「みどり」には、狭山丘陵をはじめとして、住宅地の生け垣や公園、街路樹、農地や

残堀川、空堀川といった水辺などの本市が有する自然環境を表しています。 

そして、「暮らし」には、人々の生活の快適性や安心・安全や経済、また、それらを

築く人々を表しています。 

これらの「みどり」と「暮らし」を市・市民・事業者、全主体で保全し、創出してい

くことが、これから５年目指していくまちの姿と考えます。 

 

 

 

 

 

「みどり」と「暮らし」をみんなで育む 

住み良いまち むさしむらやま 
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【参考：５年後の武蔵村山市のイメージ】 

５年後の武蔵村山市はどのようなまちになっているのでしょうか。 

『「みどり」と「暮らし」をみんなで育む 住み良いまち むさしむらやま』の実

現に向けて取り組んだ先に、このようなまちの姿になっているのではないかという

あるべき姿を描きました。 

本計画においては、市・市民・事業者の協働のもと、このような社会実現を目指し

ます。 

 

○自然との共生、文化が大切にされています。 

・狭山丘陵やまちなかの生け垣、農地、川などまちのみどりを、子どもも大人も市の宝

物として大事にしています。 

・身近なみどりには多様な生き物が息づいています。また、市内の文化を身近に感じる

ことができます。 

・市内の店舗、給食や食卓には、市内の農産物が並んでいます。 

・市・市民・事業者みんなが自然の保全と創出のために取り組んでいます。 

＜対応する施策の柱＞みどり等との共生 

○エネルギーや資源を大切に暮らしています。 

・市民や事業者は、暮らしや事業活動において、省エネルギーの行動を実践し、次世代

のことを考え、エネルギーの選択、資源の活用を行っています。 

・モノレールの延伸に向けて一歩ずつ協力するとともに、環境への負荷の少ない移動手

段（自転車や徒歩、バス、低公害車など）を率先して活用しています。 

＜対応する施策の柱＞エネルギーの有効利用の推進、４Ｒの推進 

○水、空気、生活環境を大切にしています。 

・環境基準が遵守され、川には水が流れ、水や空気がきれいで、市民は健康に毎日を過

ごすことができます。 

・身近な生活環境は、ポイ捨てなどもなく、美しいまちが保たれています。 

＜対応する施策の柱＞生活環境の保全 

○環境学習・環境教育について取り組み、市民参加が進んでいます。 

・子どもたちは、地域の環境について、よく学び、地域の自然や環境を大切に思い、環

境に配慮することが日常となっています。 

・地域活動に、市民も事業者も率先して、取り組んでいます。 

＜対応する施策の柱＞環境行動・教育の姿 
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  施策体系 

本計画では、『「みどり」と「暮らし」をみんなで育む 住み良いまち むさしむら

やま』を実現するための、５つの施策の柱と環境目標等を掲げ、取組を行っていきます。 

 

 

施策の柱 環 境 目 標 取 組 方 針 

１ 

みどり等との共

生 

まちの誇りであるみど

り等を次世代に引き継

ぐ 

① みどりの保全・創出・育成 

② 水辺の保全・水循環の創出 

③ 農地の保全・農業の活性化 

④ 生物多様性の確保 

⑤ みどり等とのふれあいの場の創出 

⑥ 歴史的文化遺産の保全 

２ 

エネルギーの有

効利用の推進 

ライフスタイル・事業

活動の見直しを行い、

エネルギーの有効利用

を行う 

① 省エネルギーの推進 

② 再生可能エネルギーの推進 

③ 低炭素なまちの形成 

④ 気候変動に関する情報提供と地域情

報の把握 

３ 

４Ｒの推進 

４Ｒを全員参加で進め

る 

① ごみの発生抑制と排出抑制の促進 

② 資源化の推進 

③ 環境への負荷の低減とごみの適正処

理 

④ 不法投棄対策の推進 

４ 

生活環境の保全 

環境基準の遵守と維持

による快適な生活環境

づくり 

① 生活環境の保全 

② 新たな環境問題への対応 

③ 快適環境の保全 

５ 

環境行動・教育

の推進 

環境活動への参加と次

世代を育成する 

① 環境情報の収集・提供 

② 学校・職場での環境教育 

③ 市民・事業者の環境活動の推進・支

援 
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２ 環境像の実現に向けた取組 

基本施策柱１ みどり等との共生 

●環境目標 

 
① みどりの保全・創出・育成     

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

●現状と課題 

狭山丘陵・樹林地の保全については、基金を活用した保存樹林・保存樹木・生け垣の保護

や市民参加による維持管理について継続的に行っています。 

一方で、保存樹林・保存樹木・生け垣については、維持管理の大変さや周囲環境からの苦

情により減少傾向となっており、基準の見直しや市の誇りとして位置づけ、普及啓発をして

いくなどの取組も今後必要です。 

社寺林については、所有者や檀家によって維持管理が行われており、保全策の検討は行わ

れておらず、緑化審議会への調整を行っていくことが課題となっています。 

公園・緑地等の維持管理を市と協働で行う公園・緑地等ボランティア制度については、近

年増加傾向にあります。引き続き、市民と協働し公園・緑地等の維持管理を行っていくこと

が求められています。 

 

●取組内容① 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

狭山丘陵地等の

保全 

東京都景観計画や「武蔵村山市まち

づくり条例」、「狭山丘陵景観重点地

区ガイドライン」等に基づき、建築物

等の色彩の調和及び敷地内の緑化の推

進による景観の保全を図ります。 

都市計画課 

環境課 

東京都 

 

保存樹木・樹林

の保全 

一定基準以上の樹林・樹木・生け垣

の指定や「みどりの基金」を活用した

維持管理に関する支援を行います。 

環境課 ○ 

社寺林の保全策

等検討 

社寺林の保全策についての検討を行

うため、緑化審議会等への調整を行い

ます。 

環境課 ○ 

※ 以下、積極的に市民・事業者の参画や連携が望まれる項目について、○をしています。 

 まちの誇りであるみどり等を次世代に引き継ぐ 
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●取組内容② 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

街路樹の管理 街路樹の管理を行います。 

また、みどりのネットワークの主軸とな

る歩道等については、道路自体がレクリエ

ーション機能を持つよう配置します。 

道路下水道課 

環境課 
 

公園の整備の推

進 

都市計画決定している公園の整備や条

例等による公園の整備（一定規模以上の開

発事業に対して公園や緑地の整備を指導）

の推進を行います。 

環境課  

ボランティアと

協働した公園・

緑地等の維持管

理、ボランティ

ア育成 

公園・緑地等ボランティアと協働し、公

園・緑地等の維持管理を進めます。 

みどりのまちづくりを推進する地域活

動のリーダー（グリーンヘルパー）の育成

を推進します。 

環境課 ○ 

公共施設及び民

有地内の緑化の

推進 

庁舎等の公共施設の緑化を積極的に行

います。また、「武蔵村山市まちづくり条

例」等に基づき、緑化指導を行うとともに、

民間指導向けの緑化指導マニュアル・みど

りのまちづくりガイドラインの作成を検

討します。 

都市計画課 

環境課 

 

○ 

 

●環境指標                 

                               【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

都市全体の緑化総量（緑被率）（％） 
 44.5 

(平成 23年度) 
※1 45.0 ※2 － 

保存生け垣の延長（ｍ） 
4,709 

(平成 26年度) 
※1 4,850 4,120 

公園・緑地等のボランティア人数（人） 
64 

(平成 26年度) 
※3  148 148 

グリーンヘルパー（１級）人数（人） 
 0 

(平成 26年度) 
※４  8 10 

※1 第二次みどりの基本計画より（令和４年度達成目標） 

※2 みどりの基本計画の改訂時に調査する予定のため 

※3 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

※4  令和元年度実績において既に目標を達成しているが、更なる増を目指す。 

  

 

 

  



 

27 

 

② 水辺の保全・水循環の創出    
 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
６.安全な水とトイレを世界中に 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

●現状と課題 

水辺の保全については、自然環境に配慮した河川工事や河川維持管理、河川の水質保全に

継続的に努めるとともに、市民と協力し残堀川クリーンアップ作戦を継続的に実施してき

ました。 

また、各流域協議会・調査会・対策会等へ参加を行い、都や周辺市町と連携を図り、水量

確保の対策を行いました。市内の河川は、降雨が少ない時期に河川の流量が少なくなり、水

生生物の生息などの生態系や景観等に影響を及ぼしていることから、今後、引き続き対策に

取り組むことが求められます。 

雨水浸透・貯留施設の設置推進については、公共施設を中心に雨水のトイレ洗浄水やグラ

ウンド等への散水として利用を行いました。 

引き続き、都や周辺市町と連携を図り、水辺の保全に努めることが必要です。また、公共

施設、各種事業で、水の循環の促進、水辺の保全を行うことが必要です。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

多自然川づくり

の推進 

残堀川や空堀川などの主要河川につい

て、市民参加による緑化の推進、多自然川

づくりと水辺植生の復元を東京都に要請

します。 

小河川については、可能な限り多自然型

の整備を検討し、河川の自然回復を図りま

す。 

環境課 

道路下水道課 

東京都 

 

河川の水質保全 河川の環境改善や水質浄化に関する情

報発信を行います。 

市民と協力し、残堀川クリーンアップ作

戦等の河川清掃活動を実施します。 

環境課 

道路下水道課 

○ 

水量確保の対策 各流域協議会・調査会・対策会等へ参加

し、都や周辺市町と連携を図り、水量確保

の対策を行います。 

環境課 

道路下水道課 

東京都 

周辺市町 

 

雨水浸透・貯留

施設の設置の推

進 

公共施設等における雨水浸透・貯留施設

の設置を推進し、地下水の涵養に努めま

す。 

環境課 

道路下水道課 

 

○ 
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●環境指標 

【道路下水道課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

残堀川クリーンアップ作戦参加者数（人） 
23 

(平成 26年度) 
毎年、増加を目指

します。 
※  0 

※ 令和元年度は荒天により中止となった。 
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③ 農地の保全・農業の活性化    

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
２.飢餓をゼロに 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

●現状と課題 

農地の保全について、生産緑地地区の追加指定や、平成２９年の生産緑地法改正により創

設された特定生産緑地の指定を行っており、また、「武蔵村山市第三次農業振興計画」の運

用により、農業基盤の整備・改善を行っています。 

体験型市民農園については、２箇所１２０区画を整備（利用区９９区画）し、利用者募集

の支援を行っています。また、農業後継者と新規就業者の育成支援として、農業後継者団体

への補助や農業育成講座の実施や援農ボランティア制度などの取組を行ってきました。 

環境にやさしい農業については、農業者が使用する環境に配慮した生産資材等の購入経

費の補助を行うとともに、東京都エコ農産物認証制度への支援を実施しています。 

さらに、地産地消を促進するため、農産物品評会や農業まつりを行い、地元の食材のＰＲ

を行っています。また、市内小中学校の学校給食では、市内産作物の積極的な利用に努めて

います。 

今後も、多様な担い手の確保・育成として、援農ボランティアや体験農園の利用者の増加

に努めることが必要です。また、東京都や周辺市町と連携を図りながら、規制緩和等新たな

仕組みや制度の検討も必要です。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

農地の保全 生産緑地地区の追加指定、及び改正以

降は特定生産緑地の指定を行います。 

また、「武蔵村山市第三次農業振興計

画」の運用により、農業基盤の整備・改

善を行います。 

都市計画課 

産業観光課 
 

地産地消の推進 積極的に市内の農作物のＰＲや学校給

食等での活用に努めます。 

産業観光課 

環境課 

学校給食課 

○ 

多様な農の担い

手の育成 

体験型市民農園や援農ボランティア制

度の運用を行います。また、農業後継者

や新規就農者の育成を支援します。 

産業観光課 

東京都 

周辺市町 

○ 

環境に優しい農

業支援 

農業者が使用する環境に配慮した資材

等の購入経費の補助を行うとともに、東

京都エコ農産物認証制度への支援を実施

します。 

産業観光課 ○ 
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●環境指標 

【産業観光課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

体験型市民農園の設置箇所数（箇所） 
 2 

(平成 26年度) 
※   3  2 

認定農業者（人） 
18 

(平成 26年度) 
※  46 41 

※ 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

 

【学校給食課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

市内の小中学校での学校給食で利用される

地場産率 10％以上の野菜数（種類） 

12 

(平成 26年度) 
毎年、増加を

目指します。 17 
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④ 生物多様性の確保    

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
４.質の高い教育をみんなに 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

●現状と課題 

動植物の生育・生息環境の保全について、公園等の植栽の管理や、動植物の生育・生息の

場を保全するため、残堀川クリーンアップ作戦の実施及び公園整備に関する検討を継続的

に実施しています。外来生物に対する監視は、窓口での広報や相談の実施、水生生物調査の

実施を行っています。 

また、自然観察会や広報誌、ホームページを通じての動植物に関する情報提供を行ってい

ます。引き続きこれらの取組を行うことが必要です。 

市民参加による動植物の実態調査は未実施となっており、今後は地域の専門家（理科教師

やボランティア等）とも連携を図りながら、実態調査の実施に向けた検討を行っていくこ

とが必要です。 

一方、獣害による農作物被害の報告が年々増えており、広域の協議会に参加し、情報収集

に努めるとともに、対策の検討も必要となります。生物多様性の視点で、外来種に関する市

民への意識啓発も課題となります。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

動植物の情報収

集・情報提供の

実施 

地域の専門家とも連携を図りながら、

地域内の動植物に関する情報収集、情報

提供を行います。 

環境課 

文化振興課 

○ 

獣害対策・外来

種対策 

広域の協議会に参加し、情報収集に努

め、獣害対策・外来種対策を行います。 

また、市民へ積極的に情報提供や啓発

等を行います。 

環境課 

産業観光課 

○ 
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⑤ みどり等とのふれあいの場の創出     

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
４.質の高い教育をみんなに 

 
６.安全な水とトイレを世界中に 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

●現状と課題 

里山とのふれあいの場の創出については、自然観察会や環境学習会、土曜日チャレンジ学

校などの一部として狭山自然学校の開催、支援を行っています。各種学習会について自然観

察会や環境学習会の参加者数は横ばいですが、狭山丘陵自然学校の実施回数、参加者数は平

成２２年をピークに減少傾向にあります。これは、学校週５日制事業として実施しているこ

とから子供たちの土曜日の過ごし方が多様になっていることによると考えられます。 

水辺とのふれあいの場の創出については、残堀川親水緑地広場（３箇所）の維持管理を実

施するとともに、水辺に生息・生育する動植物の観察会を開催し、意識啓発を図っています。 

農地とのふれあいの場については、農業まつりの開催、体験型市民農園の利用促進、市内

の小学５年生を対象にした水田学習の実施や市内小学校の児童・生徒を対象にした学校農

園で野菜や花を栽培しています。 

さらに、市民・事業者と、より一層の連携を図り、参加者層の拡大や市民・事業者の取組

の把握について努めることが課題です。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

里山等とのふれ

あいの場の推進 

環境学習会や自然観察会、土曜日チャレ

ンジ学校などの開催・支援を行います。 

環境課 

文化振興課 

○ 

水辺とのふれあ

いの場の推進 

残堀川親水緑地広場（３箇所）の維持管

理を実施します。 

歴史民俗資料館では、狭山丘陵を散策し

ながら早春にみられる野鳥・野草を観察す

る自然観察会を開催します。 

また、空堀川については、既に整備が行

われた残堀川と同様に、河川改修により生

じた旧河川敷などを水とみどりに親しむ

憩いの広場として整備するよう、東京都に

要請します。 

環境課 

文化振興課 

道路下水道課 

東京都 

 

○ 

農地とのふれあ

いの場の推進 

農業まつりの開催や、体験型市民農園の

利用促進、学校農園などの支援を行いま

す。 

産業観光課 

教育総務課 

○ 
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●環境指標 

【環境課、文化振興課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

里山等とのふれあいの場の創出数、参加者数 
 3回 
43人 

(平成 26年度) 

毎年、増加を

目指します。 

※  1回 
32 人 

※ 環境学習会（春、秋）・自然観察会（狭山丘陵の早春）は、荒天及び新型 
コロナウィルス感染症拡大防止により中止となった。 

 
                                              【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

水辺とのふれあいの場の創出数、参加者数 
 2回 
33人 

(平成 26年度) 

毎年、増加を

目指します。 

 ※ 0回   
0人   

※ 環境学習会（春、秋）・自然観察会（狭山丘陵の早春）は、荒天及び新型 
コロナウィルス感染症拡大防止により中止となった。 

 
                                           【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

親水緑地広場の箇所数（箇所） 
7 

(平成 26年度) 
※ 8 7 

※ 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 
 

                                          【産業観光課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

農地とのふれあいの場の創出数、参加者数 

※1  2箇所 
107人 

(平成 26年度) 

※2 ３箇所 

毎年、増加を

目指します。 

   2箇所 
99人 

※1 体験型市民農園 
※2 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 
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⑥ 歴史的文化遺産の保全      

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
４.質の高い教育をみんなに 

●現状と課題 

歴史的文化遺産の保全として、都指定文化財２件、市指定文化財２３件に対し、保存指導

及び修理時の補助、市内の文化財の収集及び保管を行っています。 

また、宅地開発計画等が生じた場合は、事前に宅地開発事業者と調整し、埋蔵文化財の所

在の確認を行い、埋蔵文化財包蔵地内、周辺地で試掘調査等を実施し、歴史的文化遺産の保

全を行っています。 

一方、歴史的文化遺産とのふれあいについては、市民が文化財にふれあう機会を創出する

とともに、維持管理に努め、市のホームページやフェイスブック、歴史民俗資料館のホーム

ページ、資料館だより等を活用し普及啓発を行っています。 

今後も引き続き、歴史的文化遺産の保全やふれあいの場の創出に取り組むことが必要で

す。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

歴史的文化遺産

の保全 

埋蔵文化財をはじめ、各種歴史的文化

遺産を保全します。 

文化振興課 ○ 

情報発信、ふれ

あいの場の創出 

市民が文化財にふれあう機会を創出

するとともに、歴史民俗資料館やホーム

ページ等で普及啓発を行っていきます。 

文化振興課 ○ 
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基本施策柱２ エネルギーの有効利用の推進 

●環境目標  

 

① 省エネルギーの推進      

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
７.エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

●現状と課題 

省資源・省エネルギーの推進では、公共施設における省エネ対策、雨水の利用促進や省資

源対策を行っています。今後も引き続き、積極的に取組を進めるとともに、その成果を環境

学習等に活用するなど、市民や事業者の取組につなげることが求められます。 

また、市の取組として、庁舎内、園内灯のＬＥＤ化を実施し、現在、防犯灯及び街路灯の

ＬＥＤ化を進めています。 

なお、エネルギーに関する社会情勢や技術動向は刻々と変化していることから、情報を積

極的に入手し、柔軟に対応することや市民・事業者への情報提供が必要となります。 

今後は、市の取組把握だけでなく、市民・事業者の取組状況や実態を把握していくことが

課題となっています。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

公共施設等にお

ける省エネ対策

の推進 

公共施設等における省エネ対策（エネ

ルギー削減、水使用量削減）を推進しま

す。 

公用車の低燃費化とともに、庁用自転

車の活用を図ります。 

環境課 

総務契約課 
 

家庭及び事業所

における省エネ

に関する意識啓

発・情報提供 

公共施設における省エネ対策の成果

を活用した普及啓発や省エネ行動の推

進、省エネ改修の支援等の情報提供を行

います。 

環境課 

産業観光課 

○ 

家庭及び事業所

における省エネ

に関する取組把

握 

民間事業者や関係機関と連携を図り

ながら、家庭や事業所で行われている省

エネに関する取組の把握に努めていま

す。 

環境課 

 

○ 

 

  

ライフスタイル・事業活動の見直しを行いエネルギーの有効利用を行う 
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●環境指標 

【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

公共施設等におけるエネルギー使用量

及び温室効果ガス排出量（総量）

（kg-CO2／年） 

※1 

5,050,709.98 

(平成 27年度) 

※2 

4,798,207 

 

3,747,933.26 

※1 第三次地球温暖化対策実行計画より 

※2  令和元年度実績において既に目標を達成しているが、更なる減を目指す。 

 

                                                     【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

一世帯あたりの使用量（電気） 
－ 

(平成 26年度) 

把握方法を検討

する。 
－ 

一世帯あたりの使用量（都市ガス） 
※1 366.3㎥ 

(平成 26年度) 

使用量の削減を

図る。 
※1 335.6㎥ 

一世帯あたりの使用量（水道） 
※2 733.1 ℓ 

(平成 26年度) 

使用量の削減を

図る。 

※2 680.4 ℓ 

※1 市統計書より算出。武陽ガス提供資料を基に作成、対象期間は１月から１２月。 

※2 市統計書より算出。東京都水道局提供資料を基に作成、対象期間は統計書作成の前

年度。 
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② 再生可能エネルギーの推進      

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
７.エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

●現状と課題 

公共施設では、積極的に再生可能エネルギーの導入を進めてきました。今後も引き続き導

入するとともに、その成果を市民・事業者へ広く普及啓発を行うことが必要です。 

なお、省エネルギーの推進と同様に、再生可能エネルギーの推進においても、社会情勢や

技術動向は刻々と変化していることから、情報を積極的に入手し、柔軟に対応することや市

民・事業者への情報提供を行うことが必要です。 

また、市の取組把握だけでなく、市民・事業者の取組状況や実態を把握していくことが課

題となっています。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

公共施設等にお

ける再生可能エ

ネルギー導入 

公共施設における再生可能エネルギ

ーの導入を推進します。 

環境課 

総務契約課 
 

家庭及び事業所

における再生可

能エネルギーに

関 す る 意 識 啓

発・情報提供 

公共施設における再生可能エネルギ

ー導入の成果を活用した普及啓発や省

エネ行動の推進、省エネ改修の支援、情

報提供を行います。 

環境課 

産業観光課 

○ 

家庭及び事業所

における再生可

能エネルギーに

関する取組把握 

民間事業者や関係機関と連携を図り

ながら、家庭や事業所で行われている再

生可能エネルギーに関する取組の把握

方法について検討を行い、実施します。 

環境課 

 

○ 
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●環境指標 

【総務契約課、環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

公共施設等における再生可能

エネルギー導入量 

－ 

(平成 26年度) 

再生可能エネルギ

ーの導入状況を把

握する。 

※ 4.169kwh 

※ 湖南地区集会所に設置している太陽光発電システムの売電量。 

 

【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

市内の再生可能エネルギー導

入量 

― 

(平成 26年度) 

再生可能エネルギ

ーの導入状況を把

握する 

※   75.5kwh 

※ 市内事業者が二酸化炭素排出抑制対策事業者等補助金を利用して設置した 

太陽光発電システムの発電予測量。 

市が推薦書を交付する際に、事業者が提出した資料による数値。 

  



 

39 

 

③ 低炭素なまちの形成      

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
７.エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

●現状と課題 

本市の都市活動に係わる二酸化炭素排出量（民生家庭部門、民生業務部門、交通部門）が

排出量の全体の９割弱を占めており、市・市民・事業者が連携を図り、低炭素なまちの形成

を進めていくことが必要です。 

交通部門については、市内循環バスの効果的な運行、乗合タクシー「むらタク」の利用促

進や、自転車活用の総合的な推進など、低炭素な乗り物への転換の促進を行っていくことが

必要です。 

また、市の悲願でもあるモノレールの延伸については、令和２年度東京都予算に延伸に

係る整備費用として１億円が計上され、上北台から箱根ケ崎間のモノレールの基本設計、

新青梅街道の道路予備設計等に着手しており、その実現に向けて一歩ずつ取組が進んで

います。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

公共交通の利用

促進 

公共交通の利用促進に関する普及啓

発・情報発信を行います。 

市内循環バスや乗合タクシー「むらタ

ク」の効果的な運行やバス事業者やタク

シー事業者等と連携を図り、交通利便性

の向上に努めます。 

また、モノレール延伸の実現に向けて

取組を進めます。 

交通企画・モ

ノレール推進

課 

環境課 

○ 

自転車・EV 等の

低炭素モビリテ

ィの推進 

公用車の低燃費化、庁用自転車の活用

を図ります。また、ＥＶ等の低炭素モビ

リティの推進を行います。 

さらに、自転車活用の総合的な推進の

ため、自転車の利用促進に向けた検討を

行います。 

環境課 

総務契約課 

交通企画・モ

ノレール推進

課 

○ 

低炭素建築物・

省エネ改修の推

進 

低炭素建築物の推進、省エネ改修の支

援、それらに関する情報発信を行いま

す。 

環境課 

産業観光課 

○ 

グリーンカーテ

ンなどの緑化推

進 

緑化の推進に関する啓発を行います。 環境課 ○ 
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●環境指標 

                                                 【総務契約課、環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

公用車における低公害車の導入割合（％） 
33.0 

(平成 26年度) 
※ 60.0 47.7 

※ 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

 

【総務契約課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

庁用自転車の台数（台） 
2 

(平成 26年度) 
  26 26 

※ 台数については、基準年度は総務契約課のみの台数、令和元年度は全ての台数。 

 

【交通企画・モノレール推進課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

市内循環バスの 1便当たりの輸送人数 

（人／便・年） 

    5 

(平成 26年度) 

   ※ 6 5 

乗合タクシー「むらタク」の利用者数 

（人／年） 

3,520 

(平成 26年度) 

※ 4,500 3,498 

※ 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 
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④ 気候変動に関する情報提供と地域情報の把握   

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
７.エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

●現状と課題 

世界平均気温の上昇を産業革命前に比べて２℃以内にとどめられたとしても、我が国に

おいて気温の上昇、降水量の変化、極端な気候の変化などの影響が生ずる恐れがあり、その

影響への適応を計画的に進めることが必要です。 

｢ＩＰＣＣ第５次評価報告書統合報告書」では、温暖化のリスクに対処し、影響を極力減

らす適応策の取組が必要とされており、また、国では適応計画が策定され、緩和策に加え、

適応についても強化していく必要があるとしています。 

また、気温の変化は本市の重要な産業である農作物への影響も想定されます。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

気候変動に関す

る情報提供と地

域情報の把握 

気候変動に関する情報収集、情報提供

を行うとともに、地域への影響について

継続的に情報収集に努めます。 

環境課 

産業観光課 

○ 
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基本施策柱３ ４Ｒの推進 

●環境目標 

 

① ごみの発生抑制と排出抑制の促進   

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

●現状と課題 

廃棄物に関連する各指標は横ばいの状態が続いていることから、より一層のごみの排出

量の抑制、資源の再使用、リサイクル対策、不法投棄対策に取り組むことが必要です。 

また、市民・事業者それぞれに対する普及啓発を行い、連携を図りながら、取組をより

一層進めることが必要です。 

 

●取組内容① 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

発生抑制と排出

抑制に関する普

及啓発・支援 

市民がごみの排出量の少ない商品を

購入したり、生ごみの水切りや行事等で

使用する紙コップに代わるマイカップ

の使用促進など身近な取組の普及啓発

を進めます。 

また、４Ｒを推進するための身近な例

での普及啓発を行います。 

ごみ対策課 ○ 

自主的なごみ減

量に対する支援 

「資源回収奨励金制度」などの充実を

図り、取組を支援します。 

ごみ対策課 ○ 

家庭ごみ有料化

及び戸別収集の

導入 

家庭ごみ有料化及び戸別収集導入実

施計画を策定し、円滑な導入を図りま

す。 

ごみ対策課 ○ 

４Ｒ（リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル）を全員参加で進める 
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●取組内容② 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

事業者に対する

要請、指導等 

事業活動におけるごみの発生抑制の

要請を行います。 

また、事業系ごみの詳細な排出状況の

把握、指定収集袋での排出の徹底、多量

排出事業者への指導を行い、発生抑制に

努めます。 

ごみ対策課 ○ 

拡大生産者責任

の要請 

生産者が一定の責任を負う拡大生産

者責任について、生産者の取組を市民に

周知するとともに、拡大生産者責任の明

確化について国等に働きかけを行いま

す。 

ごみ対策課 ○ 

 

●環境指標 

                                     【ごみ対策課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

排出物原単位（総排出量÷年度末人口 

÷年間日数）（g／人・日） 

805.2 

(平成 26年度) 
※ 660.0以下 785.0 

※ 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 
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② 資源化の推進   

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

●現状と課題 

廃棄物に関連する各指標は横ばいの状態が続いていることから、より一層のごみの排出

量の抑制、資源の再使用、リサイクル対策、不法投棄対策に取り組むことが必要です。 

また、ごみと資源の分別の徹底のため、市民向けには多様なスタイル（市報やスマートフ

ォンアプリ等情報機器活用）での情報発信が必要です。 

リサイクル対策について、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」（小

型家電リサイクル法）に基づき、市内８箇所の公共施設への回収ボックスの設置や東京たま

広域資源循環組合と連携を図り、エコセメント事業を行っています。 

なお、生ごみたい肥化モデル事業については、平成３０年度に検証した結果、事業を廃止

しています。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

ごみと資源の分

別の徹底 

ごみと資源の分別の徹底を図るため、分

別方法の情報提供等を行います。 

また、廃棄物減量等推進員と連携を図り

ながら、普及啓発活動を行い、資源化を推

進します。 

ごみ対策課 ○ 

資源回収奨励金

制度の充実 

資源回収奨励金制度の紹介や効率的な

運用を行い、積極的な実施の働きかけを行

います。 

ごみ対策課 ○ 

資源品目の拡大 各家庭で生ごみの消滅処理ができる処

理容器である生ごみ処理容器「ミニ・キエ

ーロ」モニター事業を検証し、生ごみの資

源化に向けた取組を進めます。 

ごみ対策課 ○ 

再生品の利用の

促進 

再生品の使用（グリーン購入）について

積極的に取り組みます。また、市民・事業

者へも積極的に情報提供を行います。 

ごみ対策課 ○ 

 

●環境指標 

【ごみ対策課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

リサイクル率（※1エコセメント含む） 

（総資源化量÷総排出量×100）（％） 

34.9 

(平成 26年度) 
※2 37.6 32.5 

※1 ごみを燃焼させて生じた焼却灰を原料に製造されたセメント 

※2 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 
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③ 環境への負荷の低減とごみの適正処理   

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

●現状と課題 

４Ｒを推進し、物をごみとしないことを優先しますが、一旦ごみとして排出されたものは、

適正に処理することが必要です。これらのごみを処理する段階で環境への負荷の低減に配

慮しながら、安全で安定したごみ処理の向上に努めることが必要です。 

具体的には、排出事業者や収集運搬許可業者に対して、適正な排出及び収集運搬について

指導を行うとともに、ごみ収集車の環境への負荷の低減を図る必要があります。 

プラスチック、粗大ごみ等のリサイクルを目的とした処理施設の導入の検討を小平市、東

大和市及び小平・村山・大和衛生組合と連携を図りながら検討を行っています。 

なお、資源物中間処理施設（平成３１年４月稼働）及び不燃・粗大ごみ処理施設（令和２

年４月稼働）については整備が完了しました。 

また、ごみ焼却施設については、引き続き計画的に更新していく必要があります。 

さらに、東京たま広域資源循環組合の二ツ塚処分場の延命化のため、最終処分量の削減に

努めることが必要です 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

資源化・ごみ処理

施設の整備  

ごみ焼却施設の整備（更新）を小平市、

東大和市及び小平・村山・大和衛生組合と

連携を図りながら、計画的に進めます。 

ごみ対策課 

小平市、東大和市

及び小平・村山・

大和衛生組合 

 

最終処分量の削減 最終処分量削減のための調査・研究を行

い、ごみの発生抑制施策、中間処理段階に

おける資源化を推進します。 

ごみ対策課 ○ 

●環境指標 

【ごみ対策課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

最終処分量（※1循環組合への搬入量）（t） 
1,958 

(平成 26年度) 

※２ モニター

指標とする。 
1,910 

最終処分量 

（※1循環組合への不燃ごみ埋立て量）（t） 

   30 

(平成 26年度) 

※２ モニター

指標とする。 
※3 0 

※1 「循環組合への搬入量」は、焼却灰・不燃ごみの総量、また、「循環組合への不燃ご
み埋立て量」は、搬入量から焼却灰を除いた量。 

※2 武蔵村山市一般廃棄物処理基本計画（平成３０年度～令和９年度）（令和９年度達成
目標） 

※3 平成３０年度は循環組合への搬入・埋め立てを中止し、民間委託により資源化を図っ
た。 

  



 

46 

 

④ 不法投棄対策の推進   

 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

●現状と課題 

不法投棄防止看板の設置や定期的なパトロールにより、不法投棄防止活動を行っていま

すが、不法投棄件数は横ばいで推移しています。 

引き続き、市民・事業者に対し、ごみの適正処理に関する普及啓発を行うとともに、抑止

効果の大きい施策について調査研究を行うことが必要です。 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

不 法 投 棄 の 監

視・パトロール

の実施 

不法投棄の監視やパトロールの充実

を図ります。特に、不法投棄が行われや

すい場所については、重点的に行いま

す。 

ごみ対策課  

土地の所有者等

に対する適正な

管理の要請 

空地の土地所有者等に対し、適正な管

理を要請し、害虫発生の抑制や不法投棄

防止等に努めます。 

環境課 ○ 

市民・事業者の

意識啓発の実施 

市民からの申請による不法投棄看板

の貸与や設置を実施したり、ごみの適正

処理に関する普及啓発を行い、市民・事

業者の意識の向上を図ります。 

ごみ対策課 ○ 
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基本施策柱４ 生活環境の保全 

●環境目標 

 
 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
３.すべての人に健康と福祉を 

 
６.安全な水とトイレを世界中に 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

●現状と課題 

法令に基づき、大気汚染・悪臭防止対策、水質汚濁防止対策、土壌汚染・地下水汚染・地

盤沈下防止対策、騒音・振動防止対策、有害化学物質対策に取り組んでいます。 

具体的には、市内における定期的な調査、対象工場・事業所への指導を行いました。土壌

汚染・地下水汚染・地盤沈下防止対策では、環境にやさしい農業、雨水浸透・貯留装置の設

置促進を行い、水の循環創出の取組を進めています。 

また、道路舗装工事に伴い、旧来型のマンホールから騒音・防止型マンホールの設置を行

いました。 

地盤沈下については都と連携を図りながら状況把握に努めています。 

今後も引き続き、法令等に基づき、生活環境の保全に努めるとともに、事業所・市民への

情報提供、指導等を行うことが必要です。 

 

●取組内容① 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

定期的な調査・環境

基準の達成 

定期的に大気の調査、河川の水質調査、水生

生物調査、河川水中のダイオキシン類調査、事

業所に対する燃料検査、騒音・振動の調査を実

施し、環境基準の達成に努めます。また、低騒

音舗装の検討を進めます。 

環境課 

東京都 

○ 

事業所等への 

監視・指導 

都民の健康と安全を確保する環境に関する条

例（以下「環境確保条例」といいます。）に基

づく工場や事業所への指導、市民等の通報によ

り、都と連携を図りながら立入指導を行います。 

環境課 

東京都 

○ 

横田飛行場及び立川

飛行場周辺の航空機

騒音対策 

横田基地周辺市町基地対策連絡会・立川飛行

場環境対策会議において、関係機関に対し航空

機騒音対策の要請を行います。 

企画政策課 

東京都 

周辺市町 

 

 

  

環境基準の遵守と維持による快適な生活環境づくり 
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●取組内容② 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

生活騒音につい

ての知識やモラ

ル向上 

ホームページ等により、生活騒音等に

ついての知識やモラル向上のための情報

提供を行います。 

また、市民からの相談に対応します。 

環境課 

 

○ 

 

●環境指標 

【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目標 令和元年度 

環境基準の達成 

（遵守された項目／※モニタリング項目×100）

（％） 

90 

(平成 26年度) 
100 96 

※ モニタリング項目は、道路沿道における二酸化窒素濃度、残堀川・空堀川に 

おける BOD濃度、地下水の環境基準、道路交通騒音・振動、横田飛行場・立川 

飛行場周辺航空機騒音である。                        

 【環境課】 

環境指標  

道 路 沿 道 

に お け る 

二 酸 化 窒 

素 濃 度 

 
【目標】環境基準 0.06ppm以下を維持する。  
                        単位：ppm 

道 路 調 査 地 点 令和元年度 

青 梅 街 道 
第一分団車庫付近 0.009 

第六分団車庫付近 0.009 

主要地方道 

第 55 号線 
大南一丁目バス停付近 0.014 

主要地方道 

第 59 号線 

三ツ藤住宅東バス停付近 0.021 

㈱文明堂東京武蔵村山工場東付近 0.020 

新青梅街道 
桃ノ木歩道橋付近 0.014 

武蔵村山郵便局付近 0.014 

一 般 都 道 

第 162 号線 
第七分団車庫付近 0.007 

江 戸 街 道 東京日産自動車販売㈱北付近 0.013 
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環 境 指 標  

残 堀 川 に 

お け る 

B O D 濃 度 

【目標】環境基準 2㎎/ℓ以下を維持する。  

 単位：㎎/ℓ 

調査地点 令和元年度 

富 士 塚 橋 0.7 

中 砂 大 橋 1.0 
 

空 堀 川 に 

お け る 

B O D 濃 度 

【目標】環境基準 2㎎/ℓ以下を維持する。   

単位：㎎/ℓ 

調査地点 令和元年度 

念 仏 塚 橋 0.6 

砂 野 橋 0.7 
 

地 下 水 の 

環境基準の 

達 成 状 況 

【目標】環境基準以下を維持する。 

                            単位：㎎/ℓ 

調 査 地 点 調 査 項 目 環境基準 令和元年度 

三ツ木一丁目 

地内 

トリクロロエチレン 0.01 <0.001 

テトラクロロエチレン 0.01 0.012 

1,1,1-トリクロロエタン 1 <0.03 

四塩化炭素 0.002 <0.0002 

残堀二丁目 

地内 

トリクロロエチレン 0.01 <0.001 

テトラクロロエチレン 0.01 <0.001 

1,1,1-トリクロロエタン 1 <0.03 

四塩化炭素 0.002 <0.0002 

中藤五丁目 

地内 

トリクロロエチレン 0.01 <0.001 

テトラクロロエチレン 0.01 <0.001 

1,1,1-トリクロロエタン 1 <0.03 

四塩化炭素 0.002 <0.0002 

中央二丁目 

地内 

トリクロロエチレン 0.01 <0.001 

テトラクロロエチレン 0.01 <0.001 

1,1,1-トリクロロエタン 1 <0.03 

四塩化炭素 0.002 <0.0002 

岸二丁目 

地内 

トリクロロエチレン 0.01 <0.001 

テトラクロロエチレン 0.01 <0.001 

1,1,1-トリクロロエタン 1 <0.03 

四塩化炭素 0.002 <0.0002 
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環 境 指 標  

道 路 交 通 

騒音測定値 

【目標】環境基準以下を維持する。 

                 単位：dB 

道 路 調 査 地 点 区分 
環境 

基準 

要請 

限度 

令 和 

元年度 

青 梅 街 道 

第一分団車庫付近 
昼 70 75 68 

夜 65 70 61 

第六分団車庫付近 
昼 70 75 69 

夜 65 70 63 

主要地方道 

第 55 号線 

大南一丁目バス停

付近 

昼 70 75 69 

夜 65 70 65 

主要地方道 

第 59 号線 

三ツ藤住宅東バス

停付近 

昼 70 75 67 

夜 65 70 64 

㈱文明堂東京武蔵

村山工場東付近 

昼 70 75 67 

夜 65 70 67 

新青梅街道 

桃ノ木歩道橋付近 
昼 70 75 76 

夜 65 70 73 

武蔵村山郵便局 

付近 

昼 70 75 70 

夜 65 70 66 

一 般 都 道 

第 162 号線 
第七分団車庫付近 

昼 70 75 69 

夜 65 70 65 

江 戸 街 道 
東京日産自動車 

販売㈱北付近 

昼 65 75 63 

夜 60 70 59 
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環 境 指 標  

道 路 交 通 

振動測定値 

【目標】要請限度以下を維持する。       

          単位：dB 

道 路 調 査 地 点 区分 要請限度 令和元年度 

青 梅 街 道 

第一分団車庫付近 
昼 65 41 

夜 60 30 

第六分団車庫付近 
昼 65 33 

夜 60 26 

主要地方道 

第 5 5 号線 

大南一丁目バス停

付近 

昼 70 43 

夜 65 37 

主要地方道 

第 5 9 号線 

三ツ藤住宅東バス

停付近 

昼 65 39 

夜 60 36 

㈱文明堂東京武蔵 

村山工場東付近 

昼 70 39 

夜 65 38 

新青梅街道 

桃ノ木歩道橋付近 
昼 65 47 

夜 60 43 

武蔵村山郵便局 

付近 

昼 65 50 

夜 60 42 

一 般 都 道 

第 162 号線 

第七分団車庫 

付近 

昼 65 37 

夜 60 30 

江 戸 街 道 
東京日産自動車 

販売㈱北付近 

昼 65 34 

夜 60 28 
 

横田飛行場

周辺航空機

騒音測定値 

【目標】環境基準 Lden57dB以下を維持する。 

 単位：dB 

調査地点 令和元年度 

市立第十小学校 45.9 
 

立川飛行場

周辺航空機

騒音測定値 

【目標】環境基準 Lden57dB以下を維持する。 

 単位：dB 

調査地点 令和元年度 

大南地区学習等供用施設 42.2 
 

※ この項の各評価について、環境基準以下は Aとし、環境基準超を Cとする。ただし、

道路交通騒音測定値については、環境基準以下は A、環境基準超・要請限度以下は B、

要請限度超は Cとし、道路交通振動測定値については、要請限度以下は A、要請限度超

は Cとする。 
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② 新たな環境問題への対応     
 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
３.すべての人に健康と福祉を 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

●現状と課題 

国や都と連携を図りながら有害化学物資対策に取り組むとともに、有害化学物質に関す

る情報収集を行い、ホームページ・市報・災害情報配信メール等により情報提供を行ってい

ます。 

今後も引き続き、法令等に基づき、生活環境の保全に努めるとともに、事業所・市民への

情報提供や指導等を行うことが必要です。 

また、新たな環境問題への対応や体制づくりを充実させていくことも重要です。 

近年、気候変動の影響と考えられる局所的な豪雨や猛暑等による熱中症の発生なども懸

念されることから、市域の状況についてできるだけ把握し周知に努めることが必要です。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

有害化学物質の

使用抑制・適正

管理 

環境確保条例に基づき、適正管理化学物

質取扱事業者に対し、使用量等報告書の提

出を指導します。 

環境課 

東京都 

○ 

アスベスト対策 都が開催するアスベスト対策担当者連

絡会に参加し、国や都と連携を図りながら

アスベスト対策を進めます。 

環境課 

東京都 

○ 

野焼きの規制と

監視体制の強化 

市報やホームページ等による周知・啓発

を行うとともに、環境パトロールの実施、

市民等の通報による指導を行います。 

環境課 ○ 

有害化学物質及

び新たな環境に

関する情報の収

集、発信 

都及び関係機関のホームページ等を通

じて情報収集を行うとともに、防災行政無

線及び武蔵村山市情報提供サービスの災

害情報配信メールで、光化学スモッグ等に

関する情報提供を行います。 

地域の気温等に関する情報の把握方法

について検討します。 

環境課  
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③ 快適環境の保全     
 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

●現状と課題 

クリーン作戦の参加人数は横ばいの状況が続いています。 

一方、ごみの回収量は平成２５年度に増加したものの、減少傾向にあります。 

まちの美化については、市民・事業者との連携が重要であり、参加者層の拡大が課題です。 

 犬のふんの放置等の防止を図るため、令和元年度から放置されたふんの周りに黄色いチ

ョークで円を描き、確認時刻等を記載しておくことで、再度犬の散歩に来た飼い主に対

し、ふんを放置したことへの罪悪感を与えることでマナーの向上を促す、イエローチョー

ク作戦を試行しています。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

まちの美化の推

進 

クリーン作戦の開催を積極的にＰＲ

し、参加人数の向上に努めます。 

また、市民・事業者の自主的な環境活

動の支援を行うとともに、地域において

環境活動を推進するための指導者の育成

など、環境活動の組織づくりや人づくり

を進めます。 

令和元年度から、犬のふんの放置等の

防止を図るため、イエローチョーク作戦

を試行しています。 

ごみ対策課 

環境課 

 

○ 

 

●環境指標 

                                                      【ごみ対策課】 

環 境 指 標 基準年度 目標 令和元年度 

クリーン作戦参加人数（人） 
3,874 

(平成 26年度) 

毎年、増加を

目指します。 
3,264 

※不法投棄等のごみ回収量（kg） 
       990 

(平成 26年度) 

毎年、減少を

目指します。 
540 

※ 武蔵村山市第二次環境基本計画に基づいた実績のため、クリーン作戦によるごみ回収

量のみ計上している。 

 

                                                         【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目標 令和元年度 

犬のふんの放置防止パトロールの実施（回／年） 
― 

(平成 26 年度) 
※24以上 22 

※2 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 
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基本施策柱５ 環境行動・教育の推進 

●環境目標 

 

① 環境に関する情報の収集・提供     
 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
４.質の高い教育をみんなに 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

●現状と課題 

環境に関する情報の収集・提供では、国・都からの情報提供及び他自治体の取組等を把握

するとともに、市内に残る自然や文化財等の情報提供を行っています。 

また、地域での体験学習では、環境フェスタの実施、地域の自然や文化等を題材とした体

験学習、市民・事業者のマナー向上に向けたイベントを実施しており、市民・事業者へ環境

に関する情報を継続して発信することが必要です。 

引き続き、環境教育の推進を図ることに加え、行政だけでは取組が限られていることから、

市民・事業者と連携を図り、環境学習を実施するなどの検討も必要です。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

市内の自然や文

化財等の情報提

供 

ボランティア・市民活動センターや市民

等と連携を図りながら、市内に残る自然や

文化財等の情報を積極的に収集するととも

に、市報、ホームページ、歴史民俗資料館等

を活用し情報提供を行います。 

環境課 

文化振興課 

協働推進課 

○ 

環境に関する情

報の収集・情報

の提供 

国や都などからの環境に関する情報収集

及び他自治体の取組等を把握し、市民や事

業者へ情報提供を行います。 

また、環境フェスタの実施等、環境に関す

るイベントの開催を行い、環境に関する情

報を発信します。 

環境課 

文化振興課 

 

○ 

 

環境活動への参加と次世代を育成する 
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●環境指標 

                            【環境課、文化振興課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

広報による環境に関する情報の提供回（回） 
17 

(平成 26年度) 

毎年、維持又

は増加を目指

します。 
20 
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② 学校・職場での環境教育     
 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
２.飢餓をゼロに 

 
４.質の高い教育をみんなに 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

●現状と課題 

環境教育の一環として、平成２４年度に全小中学校の校庭芝生化を行いました。 

また、小学４・５年生を対象に、田植え等の体験学習の機会を設けたり、自然教室等の実

施や学校職員への環境教育に関する研修を隔年で実施しています。 

引き続き、環境教育の推進を図ることに加え、行政だけでは取組が限られていることから、

市民・事業者と連携を図り、環境学習を推進するなどの検討も必要です。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

体験学習を取り

入れた環境教育

の推進 

市内の小中学生を対象に、水田学習や

学校農園を活用し、様々な教科等の時間

を活用した環境教育の推進を行います。 

環境課 

教育指導課 

○ 

学校等への環境

教育人材の派遣 

環境課職員や環境ボランティア等の指

導員を要請に応じて、派遣します。 

環境課 

文化振興課 

○ 

学校職員への環

境教育に関する

研修実施 

教育委員会等と連携を図りながら、環

境研修会を開催します。 

環境課 

文化振興課 

教育指導課 

○ 

 

●環境指標 

                                                              【環境課】 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

環境学習会、親と子の環境教室の参加人数

（人） 

58 

(平成 26年度) 

毎年、増加を

目指します。 
21 

※ 環境学習会（春、秋）は、荒天及び新型コロナウィルス感染症拡大防止により中止とな

った。 
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③ 市民・事業者等の環境活動の推進・支援    
 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
４.質の高い教育をみんなに 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

●現状と課題 

これまで、環境活動の推進として、消費・環境をテーマとした消費生活展の実施や出前講

座を実施しました。また、クリーン作戦の開催等について市報及び自治会回覧等でＰＲして

います。 

一方、環境に関する市民・事業者の取組状況の把握が十分でないことから、状況把握をす

ることができる仕組の構築について、検討が必要です。 

また、市はその取組を広くＰＲし、市域へ広げていくことが重要です。 

市単独で、環境の取組を推進することは困難であるため、環境に関する団体や事業者の育

成にも力を入れていくことが必要です。 

 

●取組内容 

項 目 主 な 内 容 行 政 市民※ 

地域団体・市民・

事業者の自主的

な環境活動の支

援 

資源回収奨励金の交付、廃棄物減量等

推進員制度やグリーンヘルパー制度等

の運用により、地域団体・市民・事業者

の自主的な環境活動の支援を行います。 

また、ボランティア・市民活動センタ

ーを中心に、環境活動を行うボランティ

ア・市民活動団体の支援に努めます。 

環境課 

ごみ対策課 

協働推進課 

○ 

地域での環境人

材、環境団体の

育成 

出前講座や環境活動に参加する機会

を創出し、ボランティア・市民活動セン

ターを中心に、環境活動を行うボランテ

ィア・市民活動団体の支援に努めます。 

環境課 

協働推進課 

○ 

環境活動把握、

情報発信 

市民・事業者の環境活動の取組を把握

する仕組みを検討します。 

また、取組をＰＲするため、情報提供

や情報発信を積極的に実施します。 

環境課 

産業観光課 

協働推進課 

○ 
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第４章 今後 5 年間で重点的に取り組んでいくこと 

本計画が目指す望ましい環境像や環境目標を実現するためには、広範囲な分野にわた

る取組を総合的に推進するとともに、各主体が積極的に取組を進めていくことが重要で

す。 

このため、計画を推進するものとして、市民・事業者とともに、特に重点的に取り組

んでいくテーマを以下に掲げます。 

 

施策の柱 重点的に取り組んでいくテーマ 

１ 

みどり等との共

生 

みどりを誇りに思う意識の醸成 

 狭山丘陵、生け垣、水辺、農地等の本地域の貴重な自然環境を次世代に

引き継ぐため、本地域のみどりを誇りと思う市民の意識の醸成を図りま

す。 

２ 

エネルギーの有

効利用の推進 

エネルギーについて知る機会の創出 

市民・事業者がそれぞれ、エネルギーを有効に利用していくため、市の

取組や事業者の取組を広く発信することで、市民や子どもの環境学習に

役立て、次なる取組の創出を促進します。 

３ 

４Ｒの推進 

４Ｒで目指す循環型社会の形成 

循環型社会の形成に向けて可能な限り不要物になる前の段階での対策

を優先し、市民、事業者及び市が協働してごみの減量化及び資源化に取

り組みます。 

４ 

生活環境の保全 

地域環境情報の収集・周知 

法令に基づく環境に関する情報に加え、地域の情報（気温等）を把握

し、情報発信することを検討します。 

５ 

環境行動・教育

の推進 

市民・事業者の取組の把握とその行動支援 

現在、市民・事業者の取組の把握が不十分であることから、市民・事業

者等の取組を把握し、広く発信していくための仕組みを検討するととも

に、各種情報提供や情報発信を行っていきます。 
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みどりを誇りに思う意識の醸成 

●背景 

本市の狭山丘陵、生け垣、農地、水辺等の貴重な自然環境は、まちの誇りであり、次

世代に引き継いでいくべきものですが、一方で、市民にとってこれらの自然環境は身近

なものであり、特別な存在とはなりづらい可能性があります。また、みどりは維持管理

等の負担もあることから、適正な管理がされず、苦情等につながってしまう課題も抱え

ています。そこで、これらの自然環境が当たり前のものではなく、貴重な財産であるこ

とを地域で位置づけ、知ってもらう取組が重要です。 

●取組内容（イメージ） 

環境フェスタなどの市民が集まる場所において、丘陵地や生け垣などの地域の自然環

境に関する情報発信を行うとともに、次世代に残したい自然環境風景の写真コンテスト

を行うなど、市民が自然環境に目を向けるとともに、その風景をストックしていくため

の取組を行います。また、生け垣コンテストなど専門家等からの評価や市民からの投票

などにより、生け垣が市民の財産であるという意識の醸成を図ります。 

 

エネルギーについて知る機会の創出 

●背景 

市の公共施設等における取組や事業者の自主的な取組など、有効なエネルギー利用の

ための取組が市内では数多く実践されています。一方で、民間での取組状況について、

市では把握が不十分であるのが現状です。また、市内事業者の身近な取組は、市域の他

の事業者の参考になることや地域での活動及び家庭生活での取組のきっかけになるこ

とも期待されます。 

そこで、市内事業者の取組の把握を行うとともに、その取組を市民や子どもたちに伝

えていくことも重要です。 

●取組内容（イメージ） 

エネルギーを身近に感じてもらえるよう、市内５か所に再生可能エネルギーを身近 

に感じてもらうことを目的として、ソーラースタンドを、また、公共施設に太陽光発 

電などの再生可能エネルギー設備を導入する等の取組を進めるとともに、市内公共施設 

や市内事業者の省エネや再生可能エネルギー導入の検討について、関係機関等から募集を 

行い、事業者等と連携を図り、これらの取組を題材とした市民や子どもたちの環境学習の 

場の提供や、エネルギーに関する新たな制度や技術について積極的に情報提供を行います。 
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４Ｒで目指す循環型社会の形成 

●背景 

本市では、一般廃棄物処理基本計画を策定し、「市民、事業者及び市が協働して４Ｒ

で目指す循環型社会形成の推進」の基本理念の下、様々な施策に取り組んでいますが、

この間も地球温暖化などの世界規模の環境問題が深刻化しています。 

国内においてもごみの減量・発生抑制や再使用の必要性が高まるとともに、排出者責

任及び拡大生産者責任を踏まえた取組が求められるなど、ごみ処理を取り巻く社会情勢

は変化を続けています。 

●取組内容 

良好な環境を次世代に引き継ぎ、将来の負担を軽減するためにも、子どもから高齢者

まで、ごみを出す一人一人がより一層意識を高め、環境に負荷を与えないライフスタイ

ルの実現に取り組むことが求められます。 

このことから、家庭ごみの有料化及び戸別収集の導入を推進します。 

また、市民及び事業者への普及啓発、「ミニ・キエーロ」等の生ごみ処理機器の普及

に加え、大量に廃棄されている食品ロスの抑制に向け、消費期限や賞味期限に関する正

確な知識の情報提供やフードドライブの定期的な開催を行います。 

ごみを減らし、資源循環の仕組みを構築するためには、商品の生産から販売まで、一

連の流れに携わる各事業者においても主体的な取り組みが必要です。 

拡大生産者責任等の観点から、事業者に対し、積極的な働きかけを行います。 

 

地域環境情報の収集・周知 

●背景 

法令で定められた環境に関する情報（大気、水質、土壌、騒音など）は、定期的に把

握されていますが、近年、気候変動の影響がみられる気温については、市内データが把

握できていません。 

そこで、地域の情報を把握し、市民に広く知ってもらうことも重要です。 

●取組内容（イメージ） 

具体的な取組としては、市内の学校等にデータロガー付サーミスタ温度計を設置し、

真夏日日数、熱帯夜日数、平均気温などを把握することが考えられます。 

また、市民・事業者の協力を得て、気温の測定などに参加していただくことも考えら

れます。 
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市民・事業者の取組の把握とその行動支援 

●背景 

市民・事業者の環境に関する取組や意識は１０年前に比べて高まっていますが、市で

はその取組状況を把握できていない状況です。 

市民・事業者の取組を支援する方法のひとつとして、市民・事業者の取組を身近な事

例として発信していくことが重要です。 

 

●取組内容（イメージ） 

情報を把握していくために、市民・事業者・団体・学校などを対象に、取組について

募集を行うほか、取組を促進するために表彰制度を創設するなどが考えられます。 

表彰のための評価や表彰式を市民公開型又は市民参加型で行うことにより広く発信

し、市民や事業者の行動促進につながるような取組を行っていくことが重要と考えます。 

具体的な取組を行っていない市民や事業者に対し、環境に関する情報を継続的に発信

する等、地域の環境に関わることができる機会を創出していくことも重要です。 
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第５章 基本的取組の推進 

1 計画の推進体制 

（1）庁内体制 

本計画の推進及び進行管理の庁内組織として、「武蔵村山市環境推進委員会」を位置

付けます。環境施策の進捗状況などについて、各担当課からの報告を受け、総合的・横

断的な調整を行います。 

（2）環境審議会 

学識経験者、関係行政機関職員、市民・事業者の代表によって「武蔵村山市環境審議

会」を構成します。 

環境保全等の施策に関する基本的事項、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事項

などについて、多面的・専門的に審議し、方針などを検討します。 

（3）市・市民・事業者 

市・市民・事業者は本計画に基づき、各主体の役割に応じて、主体的に取組を進めま

す。また、必要に応じて市・市民・事業者は連携を図ります。 

（4）広域的な連携体制 

市域を超えた広域的な課題に取り組むため、国、都、関係市町等と連携を図ります。 

 

＜計画の推進体制＞ 

 

  
市 

 

 

 

 

 

武蔵村山市 

環境審議会 

武蔵村山市環境推進委員

会 

市長 

国、都、周辺市町 

市民・事業者 

助言 

報告 
報告 指示 

連携・

支援 

連携・協力 
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2 計画の進行管理 

（1）進行管理の仕組み 

① 武蔵村山市年次報告書を通じた見直し（毎年度実施） 

環境指標の進捗状況及び環境施策の取組状況などについて取りまとめた「武蔵村山

市年次報告書」を毎年度作成し、市民・事業者に公表することにより、進捗状況の点

検・評価と見直しを行います。 

また、武蔵村山市環境審議会で審議を行い、助言を受け、取組の見直しを行います。 

 

② 計画全体の見直し 

本計画は、令和７年度までを計画期間としますが、社会情勢の変化や技術動向の変

化等に応じて、適時、計画体系や進行管理の在り方など、計画全体に関わる見直しを

行います。 

＜進行管理のサイクル＞ 

 

③ 環境指標 

環境指標を次頁以降に記載します。 

環境指標について、総合計画や個別計画等で目標値が設定されているものについて

は、その目標値を目標の目安とします。なお、計画が更新された時点で、目標値につ

いても更新を行うものとします。その他の指標については、毎年、数値が改善される

ことを目標の目安として、環境目標（定性目標）の検証を行います。 

なお、環境指標は社会情勢や技術変化等を考慮し、環境審議会での意見等を踏まえ、

適時見直しを行います。 
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基本施策柱１ みどり等との共生 

●環境目標 

 
取組方針①みどりの保全・創出・育成  
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

都市全体の緑化総量（緑被率）（％） 
    44.5 

(平成 23年度) 
※1 45.0 ※2 － 

保存生け垣の延長（ｍ） 
4,709 

(平成 26年度) 
※1 4,850 4,120 

公園・緑地等のボランティア人数（人） 
64 

(平成 26年度) 
※3  148   148 

グリーンヘルパー（１級）人数（人） 
0 

(平成 26年度) 
※４  8    10 

※1 第二次みどりの基本計画より（令和４年度達成目標） 

※2 みどりの基本計画の改訂時に調査する予定のため 

※3 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

※4  令和元年度実績において既に目標を達成しているが、更なる増を目指す。 

 

取組方針②水辺の保全・水循環の創出 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
６.安全な水とトイレを世界中に 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

残堀川クリーンアップ作戦参加者数（人） 
23 

(平成 26年度) 
毎年、増加を目指

します。 
※  0 

※ 令和元年度は荒天により中止となった。 

  

 まちの誇りであるみどり等を次世代に引き継ぐ 
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取組方針③農地の保全・農業の活性化 

ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
２.飢餓をゼロに 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

体験型市民農園の設置箇所数（箇所） 
 2 

(平成 26年度) 
※   3  2 

市内の小中学校での学校給食で利用される

地場産率 10％以上の野菜数（種類） 

12 

(平成 26年度) 
毎年、増加を目

指します。 17 

認定農業者（人） 
18 

(平成 26年度) 
※  46 41 

※ 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

  

取組方針⑤みどり等とのふれあいの場の創出 

ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
４.質の高い教育をみんなに 

 
６.安全な水とトイレを世界中に 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

里山等とのふれあいの場の創出数、参加者数 
  3回 
 43人 

(平成 26年度) 

毎年、増加を目

指します。 

※1  1回 
32人 

水辺とのふれあいの場の創出数、参加者数 
  2回 
 33人 

(平成 26年度) 

毎年、増加を目

指します。 

 ※1 0回   
0人   

親水緑地広場の箇所数（箇所） 
7 

(平成 26年度) 
※2  8 7 

農地とのふれあいの場の創出数、参加者数 

※3   2箇所 
107人 

(平成 26年度) 

※4   3箇所 
毎年、増加を
目指します。 

    2箇所 
 99人 

※1 環境学習会（春、秋）・自然観察会（狭山丘陵の早春）は、荒天及び新型コロナウ

ィルス感染症拡大防止により中止となった。 

※2 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

※3 体験型市民農園 

※4 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標）  
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基本施策柱２ エネルギーの有効利用の推進 

●環境目標  

 

取組方針①省エネルギーの推進 

ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
７.エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

公共施設等におけるエネルギー使用

量及び温室効果ガス排出量（総量）

（kg-CO2／年） 

※1 

5,050,709.98 

(平成 27年度) 

※2 

4,798,207 

 

3,747,933.26 

一世帯あたりの使用量（電気） 
－ 

(平成 26年度) 

把握方法を検討

する。 
－ 

一世帯あたりの使用量（都市ガス） 
※3 366.3㎥ 

(平成 26年度) 

使用量の削減を

図る。 

※3 335.6㎥ 

一世帯あたりの使用量（水道） 
※4 733.1 ℓ 

(平成 26年度) 

使用量の削減を

図る。 

※4 680.4 ℓ 

※1 第三次地球温暖化対策実行計画より 

※2  令和元年度実績において既に目標を達成しているが、更なる減を目指す。  
※3 市統計書より算出。武陽ガス提供資料を基に作成、対象期間は１月から１２月。 

※4 市統計書より算出。東京都水道局提供資料を基に作成、対象期間は統計書作成の前

年度。 

  

ライフスタイル・事業活動の見直しを行いエネルギーの有効利用を行う 
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取組方針②再生可能エネルギーの推進 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
７.エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

公共施設等における再生可能エネ

ルギー導入量 

－ 

(平成 26年度) 

再生可能エネルギ

ーの導入状況を把

握する。 

※1 4.169kwh 

市内の再生可能エネルギー導入量 
― 

(平成 26年度) 

再生可能エネルギ

ーの導入状況を把

握する 

※2   75.5kwh 

※ 湖南地区集会所に設置している太陽光発電システムの売電量。 

※ 市内事業者が二酸化炭素排出抑制対策事業者等補助金を利用して設置した太陽光発

電システムの発電予測量。 

市が推薦書を交付する際に、事業者が提出した資料による数値。 

 

取組方針③低炭素なまちの形成 

ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
７.エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

公用車における低公害車の導入割合（％） 
   33.0 

(平成 26年度) 
※１  60.0 47.7 

庁用自転車の台数（台） 
※2   2 

(平成 26年度) 
  26 26 

市内循環バスの 1便当たりの輸送人数 

（人／便・年） 

   5 

(平成 26年度) 

      ※3 6 5 

乗合タクシー「むらタク」の利用者数 

（人／年） 

3,520 

(平成 26年度) 

※3 4,500 3,498 

※1 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

※2 台数については、基準年度は総務契約課のみの台数、令和元年度は全ての台数。 

※3 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

  



 

68 

 

基本施策柱３ ４Ｒの推進 

●環境目標 

 
取組方針①ごみの排出抑制と排出抑制の促進 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

排出物原単位（総排出量÷年度末人口 

÷年間日数）（g／人・日） 

805.2 

(平成 26年度) 

※ 660.0以下 785.0 

※ 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

 
取組方針②資源化の推進 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

リサイクル率（※1エコセメント含む） 

（総資源化量÷総排出量×100）（％） 

34.9 

(平成 26年度) 
※2 37.6 32.5 

※1 ごみを燃焼させて生じた焼却灰を原料に製造されたセメント 

※2 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

 
取組方針③環境への負荷の低減とごみの適正処理 
ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

最終処分量（※1循環組合への搬入量）（t） 
1,958 

(平成 26年度) 

※２ モニター

指標とする。 
1,910 

最終処分量 

（※1循環組合への不燃ごみ埋立て量）（t） 

 30 

(平成 26年度) 

※２ モニター

指標とする。 
※3 0 

※1 「循環組合への搬入量」は、焼却灰・不燃ごみの総量、また、「循環組合への不燃ご

み埋立て量」は、搬入量から焼却灰を除いた量。 

※2 武蔵村山市一般廃棄物処理基本計画（平成３０年度～令和９年度）（令和９年度達成

目標） 

※3 平成３０年度は循環組合への搬入・埋め立てを中止し、民間委託により資源化を図っ

た。 

 

 

 

４Ｒ（リフューズ・リデュース・リユース・リサイクル）を全員参加で進める 
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基本施策柱４ 生活環境の保全 

●環境目標 

 

取組方針①生活環境の保全（環境基準の遵守と維持） 

ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
３.すべての人に健康と福祉を 

 
６.安全な水とトイレを世界中に 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
13.気候変動に具体的な対策を 

 
15.陸の豊かさも守ろう 

 

環 境 指 標 基準年度 目標 令和元年度 

環境基準の達成 

（遵守された項目／※モニタリング項目×100）

（％） 

90 

(平成 26年度) 
100 96 

※ モニタリング項目は、道路沿道における二酸化窒素濃度、残堀川・空堀川における

BOD濃度、地下水の環境基準、道路交通騒音・振動、横田飛行場・立川飛行場周辺航空

機騒音である。 

 

取組方針③快適環境の保全 

ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 

環 境 指 標 基準年度 目標 令和元年度 

クリーン作戦参加人数（人） 
3,874 

(平成 26 年度) 

毎年、増加を

目指します。 
3,264 

※1不法投棄等のごみ回収量（kg） 
       990 

(平成 26 年度) 

毎年、減少を

目指します。 
540 

犬のふんの放置防止パトロールの実施（回／年） 
― 

(平成 26 年度) 
※2   24以上    22 

※1 武蔵村山市第二次環境基本計画に基づいた実績のため、クリーン作戦によるごみ回

収量のみ計上している。 

※2 第五次長期総合計画前期基本計画より（令和７年度達成目標） 

  

環境基準の遵守と維持による快適な生活環境づくり 
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基本施策柱５ 環境行動・教育の推進 

●環境目標 

 

取組方針①環境に関する情報の収集・提供 

ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
４.質の高い教育をみんなに 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

広報による環境に関する情報の提供回（回） 
17 

(平成 26年度) 

毎年、維持又

は増加を目指

します。 
20 

 

取組方針②学校・職場での環境教育 

ＳＤＧｓのゴールとの関連 

 
２.飢餓をゼロに 

 
４.質の高い教育をみんなに 

 
11.住み続けられるまちづくりを 

 
17.パートナーシップで目標を達成しよう 

 

環 境 指 標 基準年度 目 標 令和元年度 

環境学習会、親と子の環境教室の参加人数

（人） 

58 

(平成 26年度) 

毎年、増加を

目指します。 
21 

※ 環境学習会（春、秋）は、荒天及び新型コロナウィルス感染症拡大防止により中止とな

った。 

  

環境活動への参加と次世代を育成する 
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第６章 資料編 

○武蔵村山市環境基本条例 

平成１６年６月２８日 

武 蔵 村 山 市 

条 例 第 １ ５ 号 

 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 市、市民及び事業者の責務（第４条―第７条） 

第３章 環境の保全等に関する基本的施策（第８条―第１５条） 

第４章 武蔵村山市環境審議会（第１６条） 

附則 

私たちのまち武蔵村山市は、自然に恵まれた狭山丘陵を背景に、武蔵野の面影が色濃い

雑木林などの豊かな自然環境の中で発展してきた。 

しかし、社会経済活動の拡大や便利で豊かな生活は、大量生産、大量消費、大量廃棄をも

たらし、大気の汚染やみどりの減少など身近な生活環境に悪影響を及ぼし、さらに、地球温

暖化やオゾン層の破壊など地球全体の環境にも少なからず影響を及ぼしている。 

もとより、私たちは、良好な環境の下に、健康で安全かつ快適な生活を営む権利を有する

とともに、その環境を将来の世代に引き継ぐ責務を担っている。 

こうした認識の下に、人と自然との共生を基本とし、市とすべての市民及び事業者とが

協働して、豊かな環境を保全し、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な循環型のまちづ

くりを目指して、ここに、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全、回復及び創造（以下「環境の保全等」という。）につい

て、基本理念を定め、並びに武蔵村山市（以下「市」という。）、市民及び事業者の責務

を明らかにするとともに、環境の保全等に関する施策の基本となる事項を定めることに

より、その施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたって市民が自然

と共生し、健康で安全かつ快適な生活を営む上で必要とする良好な環境を確保すること

を目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支

障の原因となるおそれのあるものをいう。 
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⑵ 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当

範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭に

よって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。 

⑶ 循環型社会 廃棄物等の発生が抑制され、発生した場合においては循環的な利用が

促進され、及び適正な処分が確保されることにより、天然資源の消費を抑制し、環境へ

の負荷が低減される社会をいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全等は、市民が健康で安全かつ快適な生活を営む上で必要とする良好な

環境を確保し、これを将来の世代に継承していくことを目的として行われなければなら

ない。 

２ 環境の保全等は、人と自然とが共生し、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な循環

型社会を構築することを目的として行われなければならない。 

３ 環境の保全等は、すべての日常生活及び事業活動においてすべての者が協働すること

によって積極的に推進されなければならない。 

第２章 市、市民及び事業者の責務 

（協働の責務） 

第４条 市、市民及び事業者は、環境の保全等を図るため、互いに協働するよう努めなけれ

ばならない。 

（市の責務） 

第５条 市は、次に掲げる事項に関する施策を策定し、及び実施しなければならない。 

⑴ 公害の防止に関すること。 

⑵ 大気、水、土壌、動植物等から成る自然環境の保全、回復及び創造（以下「自然環境 

の保全等」という。）に関すること。 

⑶ 良好な景観及び歴史的文化的遺産の保全に関すること。 

⑷ 資源及びエネルギーの有効利用並びに廃棄物等の減量及び再資源化の促進に関する

こと。 

⑸ 環境への負荷の少ない役務、資源、製品等の利用の促進に関すること。 

⑹ 地球全体の温暖化の防止、オゾン層の保護その他の地球環境の保全に関すること。 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、環境の保全等に関すること。 

２ 市は、市が行う事業に関し、環境への負荷の低減に自ら取り組まなければならない。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、日常生活において発生する環境への負荷の低減に努めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する環境の保全等に関する施策に協力するよう努めなければならな

い。 

（事業者の責務） 

第７条 事業者は、事業活動を行うに当たっては、環境への負荷の低減に努めるとともに、

その事業活動に伴って発生する公害の防止及び自然環境の保全等を図るために必要な措

置を講じなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されることによる

環境への負荷を低減するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
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３ 事業者は、市が実施する環境の保全等に関する施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

第３章 環境の保全等に関する基本的施策 

（環境基本計画） 

第８条 市長は、環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、武蔵村山

市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

⑴ 環境の保全等に関する目標 

⑵ 環境の保全等に関する基本的な施策の概要 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、環境の保全等に関し必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画の策定に当たっては、あらかじめ第１６条第１項に規定する武蔵

村山市環境審議会（同項を除き、以下「審議会」という。）の意見を聴かなければならな

い。 

４ 市長は、環境基本計画の策定に当たっては、市民及び事業者の意見を反映させるために

必要な措置を講じなければならない。 

５ 市長は、環境基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

（環境基本計画との整合） 

第９条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、

環境基本計画との整合を図らなければならない。 

（環境行動指針） 

第１０条 市長は、環境基本計画に沿って、市、市民及び事業者が環境への負荷の低減に寄

与する行動をとるための規範となる環境行動指針を策定しなければならない。 

２ 市長は、環境行動指針を策定したときは、速やかにこれを公表しなければならない。 

３ 前項の規定は、環境行動指針の変更について準用する。 

（環境の調査、監視及び測定） 

第１１条 市長は、環境の状況を的確に把握するとともに、環境の保全等に関する施策の策

定及び実施のために必要な調査、監視及び測定を実施するものとする。 

２ 市長は、前項の調査、監視及び測定により把握した環境の状況を公表するものとする。 

（環境の保全等に関する学習の推進） 

第１２条 市は、市民及び事業者が環境の保全等に関し理解を深め、意識の向上を図るとと

もに、環境の保全等に関する取組を推進するため、環境の保全等に関する学習の機会の提

供に努めるものとする。 

（情報の収集及び提供） 

第１３条 市は、市民及び事業者が環境の保全等に関する情報を適切に共有できるよう、情

報の収集及び提供に努めるものとする。 

（自発的活動の促進） 

第１４条 市は、市民、事業者又はこれらの者で構成する団体が行う環境の保全等に関する

自発的な活動が促進されるよう努めるものとする。 
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（国、東京都等との連携） 

第１５条 市は、環境の保全等に関する施策のうち、広域的な取組を必要とするものについ

て、国及び東京都その他の地方公共団体と連携して推進するものとする。 

第４章 武蔵村山市環境審議会 

（環境審議会） 

第１６条 市の環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進する上で必要な事項

を調査審議するため、武蔵村山市環境審議会を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

⑴ 環境基本計画に関すること。 

⑵ 環境の保全等の基本的な施策に関すること。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、環境の保全等に関し必要な事項 

３ 審議会は、前項に規定する調査審議を行うほか、環境の保全等に関する重要事項につい

て必要があると認めるときは、市長に意見を申し出ることができる。 

４ 審議会は、市長が委嘱する委員１０人をもって組織する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が規則で

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１６年７月１日から施行する。 

（武蔵村山市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 武蔵村山市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 34年村山町

条例第６号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 
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○武蔵村山市環境審議会規則 

平成１６年６月２８日 

武 蔵 村 山 市 

規 則 第 ３ ３ 号 

改正                    

平成２０年３月３１日規則第１９号 

平成２４年３月３０日規則第１１号 

平成２７年３月２７日規則第１４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、武蔵村山市環境基本条例（平成16年武蔵村山市条例第15号）第16条第

７項の規定に基づき、武蔵村山市環境審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営

について、必要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 委員は、次に掲げるところにより市長が委嘱する。 

⑴ 市民 ３人 

⑵ 事業者 ３人 

⑶ 学識経験を有する者 ２人 

⑷ 関係行政機関の職員 ２人 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第４条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

４ 審議会の会議は、公開とする。ただし、審議会が議決により非公開としたときは、公開

しないことができる。 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、協働推進部環境課において処理する。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に

諮って定める。 

附 則 

この規則は、平成１６年７月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月３１日規則第１９号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 
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附 則（平成２４年３月３０日規則第１１号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第７条中武蔵村山市情報館の設

置及び運営に関する規則第２条第３号の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２７日規則第14号抄） 

（施行期日） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
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○武蔵村山市環境推進委員会設置要綱 

平成２０年２月２０日 

武 蔵 村 山 市 

訓 令 （ 乙 ） 第 ６ 号 

改正                      

平成２４年３月２７日訓令乙第２１号  

平成２６年３月３１日訓令乙第２６号  

平成２６年７月１０日訓令乙第１４０号 

平成２７年３月３０日訓令乙第３８号  

平成２９年３月３１日訓令乙第２９号  

平成３０年３月２２日訓令乙第１５号  

令和２年３月３１日訓令乙第６２号   

 

（設置） 

第１条 武蔵村山市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）を計画的かつ総合的に

推進するため、武蔵村山市環境推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、毎年度、環境基本計画に定める環境施策の取組の点検及び評価を行うと

ともに、その見直しについて検討し、これらの結果を市長に報告する。 

２ 前項に規定するもののほか、委員会は、環境基本計画の推進に関し必要な事項を調査検

討し、その結果を市長に報告するものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１４人をもって組織する。 

２ 委員は、協働推進部環境担当部長、企画財政部企画政策課長、総務部総務契約課長、協

働推進部協働推進課長、産業観光課長、同部ごみ対策課長、都市整備部都市計画課長、同

部交通企画・モノレール推進課長、同部道路下水道課長、同部施設課長、教育部教育総務

課長、同部教育指導課長、同部学校給食課長及び同部文化振興課長の職にある者をもって

充てる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長は協働推進部環境担当部長の職にある委員を、副委員長は総務部総務契約課長

の職にある委員をもって充てる。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。 
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（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、協働推進部環境課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

附 則 

平成２０年３月３１日までの間における次の表の左欄に掲げるこの要綱の規定の適用に

ついては、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

  

第３条第２項 市民生活部長 生活環境部長 

企画財務部企画政策課長 企画財政部企画政策課長 

総務部総務契約課長 総務部総務課長 

市民生活部地域振興課長 生活環境部産業振興課長 

都市整備部都市計画課長 都市整備部まちづくり課長 

同部生涯学習スポーツ課長 同部生涯学習課長 

第４条第２項 市民生活部長 生活環境部長 

総務部総務契約課長 総務部総務課長 

第６条 市民生活部環境課 生活環境部環境課 

附 則（平成２４年３月２７日訓令（乙）第２１号） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日訓令（乙）第２６号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年７月１０日訓令（乙）第１４０号） 

この要綱は、平成２６年７月１０日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３０日訓令（乙）第３８号） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日訓令（乙）第２９号） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２２日訓令（乙）第１５号） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日訓令（乙）第６２号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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○策定経過 

年度 時 期 議 題 

令和 

２年度 

１月２６日（火） 

（書面開催） 

第１回 武蔵村山市環境推進委員会 

・「令和元年度武蔵村山市第二次環境基本計画に基づく

報告書（武蔵村山市年次報告書）（案）の環境指標及び

環境施策の点検と評価について」 

・「武蔵村山市第二次環境基本計画（改訂版）（素案）

の内容の点検及び意見について」 

２月１７日（水） 第１回 武蔵村山市環境審議会 

・「令和元年度武蔵村山市第二次環境基本計画に基づく

報告書（武蔵村山市年次報告書）（案）の環境指標及び

環境施策の点検・評価」 

・「武蔵村山市第二次環境基本計画（改訂版）（素案）の

内容の点検について」 

 

  



 

80 

 

〇環境審議会 

区 分 氏    名 選 出 区 分 

会 長 熊 木 正 好 学識経験を有する者 

副会長 髙 橋 勇 治 公 募 市 民  

委 員 寺 本 雅 一 公 募 市 民  

委 員 鈴 木 節 雄 公 募 市 民  

委 員 栗 原  誠 商 工 会 推 薦  

委 員 辻  博 行 商 工 会 推 薦  

委 員 比留間 徹  尉 農 友 会 推 薦  

委 員 高 山  充 則 学識経験を有する者 

委 員 細 川 卓 巳 関係行政機関の職員 

委 員 木 村 真 弘 関係行政機関の職員 

 

〇環境推進委員会 

委 員 長  協働推進部 環境担当部長 

副委員長 総務部 総務契約課長 

委  員 企画財政部 企画政策課長 

委  員 協働推進部 協働推進課長 

委  員 協働推進部 産業観光課長 

委  員 協働推進部 ごみ対策課長 

委  員 都市整備部 都市計画課長 

委  員 都市整備部 交通企画・モノレール推進課長 

委  員 都市整備部 道路下水道課長 

委  員 都市整備部 施設課長 

委  員 教育部 教育総務課長 

委  員 教育部 学校教育担当部長 教育指導課長事務取扱 

委  員 教育部 学校給食課長 

委  員 教育部 文化振興課長 
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○用語集 

 用 語 説   明 

あ ＩＰＣＣ 気候変動に関する政府間パネル（Ｉｎｔｅｒｇｏｖｅｒ

ｎｍｅｎｔａｌ Ｐａｎｅｌ ｏｎ Ｃｌｉｍａｔｅ Ｃ

ｈａｎｇｅ）は、国際的な専門家でつくる、地球温暖化

についての科学的な研究の収集、整理のための政府間機

構である。学術的な機関であり、地球温暖化に関する最

新の知見の評価を行い、対策技術や政策の実現性やその

効果、それが無い場合の被害想定結果などに関する科学

的知見の評価を提供している。 
 

アスベスト 一般に石綿と呼ばれる天然産の鉱物で、高い抗張力と柔

軟性を備えた絹糸状の光沢をもつ繊維状の集合体。住宅

の断熱材、自動車のクラッチ板、ブレーキライニングな

どに使われている。細かい繊維状となって空気中に浮遊

したものを長期間吸い込むと、悪性腫瘍等の疾患を引き

起こす可能性がある。 
 

エコセメン

ト 

ごみを燃焼させて生じた焼却灰、下水に溜まる汚泥など

を混ぜ込んで製造されたセメント。日本工業規格（ＪＩ

Ｓ Ｒ ５２１４）として規格化されている。焼却灰や汚

泥にはセメントに必要な成分が含まれており、それらを

有効活用することによって、廃棄物を再資源化してごみ

処理負荷を軽減できる。 
 

エコツーリ

ズム法 

「エコツーリズム推進法」の略称。環境に配慮しながら

地域の自然や文化、人と触れ合う旅のあり方をエコツー

リズムという。同法はエコツーリズムを進めるための総

合的な枠組みを定めた法律。国による基本方針の策定、

地域関係者の参加による協議会の設置、地域での全体構

想策定と国による認定、市町村による特定自然観光資源

の指定などを定めている。推進法の施行を機に、それぞ

れの地域が、その資源や魅力を活かしたエコツーリズム

を実現しようとする機運が高まっている。（平成２０年

４月施行） 
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 用 語 説   明 

 エコプロダ

クツ 

毎年１２月に東京ビッグサイトで開催されている環境

配慮型製品・サービス（エコプロダクツ・エコサービス）

に関する一般向け展示会。オール東京６２市区町村共同

事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」は平成２

３年から展示会に出展している。 
 

エコまち法 「都市の低炭素化の促進に関する法律」の略称。低炭素・

循環型社会の構築を図り、持続可能で活力ある国土づく

りに向けて、都市機能の集約やそれと連携した公共交通

機関の利用促進、建築物の低炭素化等の施策を講じる事

により、地域における成功事例を蓄積し、その普及を図

るもの。（平成２４年１２月施行） 
 

援農ボラン

ティア制度 

農業従事者の指示を受けて無償で農作業の援助を行う

者を武蔵村山市に登録し、農業従事者の希望により本市

が紹介する制度。 

か 拡大生産者

責任 

生産者が製品の生産・使用段階だけでなく、廃棄・リサ

イクル段階まで責任を負うという考え方。OECD（経済協

力開発機構）が提唱し、我が国の循環型社会形成推進基

本法にもこの考え方が取り入れられている。 
 

家電リサイ

クル法 

「特定家庭用機器再商品化法」の略称。一般家庭や事務

所から排出された家電製品(エアコン、テレビ(ブラウン

管、液晶・プラズマ)、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾

燥機)から、有用な部分や材料をリサイクルし、廃棄物を

減量するとともに、資源の有効利用を推進するもの。（平

成１３年４月施行） 
 

環境確保条

例 

東京都が制定している最大の環境・公害関連条例。平成

１２年１２月に、旧東京都公害防止条例を全面的に改正

して公布され、平成１３年４月から段階的に施行され

た。都民の安全な生活環境の確保を図ることなどを主な

目的として、旧条例で規定されていた工場公害関連の規

制に加えて、化学物質の適正管理、建築物の環境負荷低

減、自動車公害対策などに関する規制強化や取り組みの

充実が図られた。 

 

  



 

83 

 

 
用 語 説   明  

環境教育等

促進法 

「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法

律」の略称。平成２４年１０月に旧法を改正し施行され

た。改正法では、基本理念等の充実及び地方自治体の推

進の枠組みの具体化、並びに環境教育等の基盤の強化等

のほか、環境行政への民間団体の参加や協働取組の推進

が規定された。これにより、地方公共団体の行動計画の

作成及び実施に関して国民、民間団体等の参加が可能と

なった。また、国及び地方公共団体の政策形成への民意

の反映や協働取組推進のための協定制度の導入が謳わ

れている。 
 

カンクン合

意 

２０１０年、メキシコのカンクンで開催された気候変動

枠組条約第１６回締約国会議（ＣＯＰ１６）での合意。

気温上昇を工業化前２℃以内に抑えるために、２０５０

年までの世界規模の大幅排出削減及び早期のピークア

ウトを共有のビジョンとする前提のもとで一連の合意

がなされた。京都議定書を離脱した米国、温室効果ガス

の削減義務を負わない中国やインドなどの新興国にも

排出削減を求めている。  
 

京都議定書 １９９７年に京都で開催された第３回気候変動枠組条

約締約国会議(ＣＯＰ３)におい採択された。二酸化炭

素、メタン、一酸化二窒素などの６種類の温室効果ガス

を対象とし、２００８年から２０１２年までの間に先進

国締約国は１９９０年比で５％以上削減することを目

標に、各国ごとの法的拘束力のある数値目標が定められ

た。この議定書はロシアが批准したことにより、２００

５年に発効した。 
 

グリーンカ

ーテン 

窓の外に、アサガオやゴーヤなどのつる性の植物を植え

て、カーテンのように繁らせたもの。繁った葉が直射日

光をさえぎり、蒸散によって発生した水蒸気が打ち水の

ような効果をもたらすため、夏でも室内の温度の上昇を

抑えることができる。 

 

 

 

 

  



 

84 

 

 
用 語 説   明  

クリーン作

戦 

「関東地方環境美化の日（毎年５月３０日）」に、ゴミ

ゼロデーの統一キャンペーンの一環として実施さけて

おり、武蔵村山市では昭和５９年から実施している。 

 グリーン購

入 

製品やサービスを購入する際に、価格や品質、利便性、

デザインだけでなく、環境への影響を重視し、環境負荷

ができるだけ小さいものを優先して購入すること。 
 

グリーンヘ

ルパー制度 

武蔵村山市がみどりのまちづくりを推進する地域活動

のリーダーとして認定する制度。グリーンヘルパーは市

民のボランティアであり、本市のみどりの適切な保護及

び育成を市民との協働により実施する。 
 

公共施設等

総合管理計

画 

過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時

期を迎える一方で、地方公共団体の財政は依然として厳

しい状況にある。こうした背景のもと、財政負担を軽減・

平準化するためには、公共施設等の全体を把握し、長期

的な視点をもって更新・統廃合・長寿命化などを計画的

に行うことが必要である。こうした背景を受けて、国は

平成２５年１１月に「インフラ長寿命化基本計画」を策

定、その一環として、平成２６年４月に総務省は自治体

に対して公共施設等総合管理計画の策定を要請した。 
 

小型家電リ

サイクル法 

「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法

律」の略称。 デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型

電子機器等の再資源化を促進するため、主務大臣による

基本方針の策定及び再資源化事業計画の認定、当該認定

を受けた再資源化事業計画に従って行う事業について

の廃棄物処理業の許可等に関する特例等について定め

た法律。(平成２５年４月施行) 
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用 語 説   明  

コペンハー

ゲン合意 

京都議定書に続く、２０１３年以降の新たな地球温暖化

対策の枠組み（ポスト京都）に関する政治的な合意。２

００９年１２月にデンマークで行われた COP１５の全体

会合で、「同合意を留意すること」が決定された。世界

全体の長期目標として産業化以前からの気温上昇を

２℃以内に抑えることや、先進国による途上国への支援

などが盛り込まれている。一方、具体的な削減目標など

は入っておらず、先進国は中期目標を、途上国は削減行

動を、それぞれ条約事務局へ提出することになった。 

さ サーミスタ

温度計 

サーミスタは半導体の温度−抵抗特性を利用した半導体

温度センサ。熱電対とともに工業用温度測定における主

要センサである白金測温抵抗体と比較して、抵抗変化特

性の直線性が悪く測定精度も低いが、小型・廉価で衝撃

にも強く、かつ１０倍くらい感度が良いため、温度セン

サとして広く実用されている。 

 再生可能エ

ネルギー 

永続的に利用することができる太陽光、風力、水力、地

熱、バイオマスなどの自然の力をエネルギー源として利

用することにより生じるエネルギーの総称。 

 
 

再生可能エ

ネルギー特

別措置法 

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法」の略称。再生可能エネルギーからつ

くった電気を国が定めた単価で一定期間電力会社が買

い取ることを義務づける法律。再生可能エネルギーによ

る発電ビジネスの推進・拡大が目的。買い取りにかかる

費用は国民が電気使用量に応じて負担する。（平成２４

年７月施行） 
 

再生可能エ

ネルギーの

固定価格買

取制度 

再生可能エネルギー特別措置法に基き、再生可能エネル

ギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用

いて発電された電気を、国が定める固定価格で一定の期

間電気事業者に調達を義務づける制度で、平成２４年７

月にスタートした。電気事業者が再生可能エネルギー電

気の買取りに要した費用は、電気料金の一部として国民

が負担する。この制度により、エネルギー自給率の向上、

地球温暖化対策、産業育成を図る。 
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 用 語 説   明  
資源回収奨

励金制度 

武蔵村山市内の自治会等の営利を目的としない団体を

対象とし、回収業者に引き渡した資源ごみの量に応じて

奨励金を式有する制度。 
 

循環型社会

形成推進基

本計画 

循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成

を進めるために政府が定める基本計画。平成１２年６月

に策定され、平成２０年と平成２５年に見直しが行われ

た。平成２５年５月に策定された第３次基本計画は、質

にも着目した循環型社会の形成をテーマに、３Ｒの促進

や有用金属の回収、震災廃棄物対策指針の策定、国際的

取り組みの推進などを掲げている。 
 

省エネナビ 分電盤に取り付けることで、家全体の電気使用量が可視

化されると共に、利用者自身が決めた目標を超えるとお

知らせする機器。電気使用量を数値やグラフで見ること

ができ、日々の生活の中で電気消費量を意識すること

で、節電行動や環境に配慮したライフスタイルの実践に

つながる。 
 

省エネ法 「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」の略称。

省エネ法は、石油危機を契機として昭和５４年に、「内

外のエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃

料資源の有効な利用の確保」と「工場・事業場、輸送、

建築物、機械器具についてのエネルギーの使用の合理化

を総合的に進めるための必要な措置を講ずる」ことなど

を目的に制定された。平成２６年には題名が変更され、

住宅・建築物分野の対策の強化、エネルギー管理の工場

単位から事業者単位への変更などを盛り込み改正され

た。（昭和５４年１０月施行、平成２６年４月改正施行） 

 食品リサイ

クル法 

「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」の略

称。食品の売れ残りや食べ残し、又は食品の製造過程に

おいて大量に発生している食品廃棄物について、発生抑

制と減量化により最終的な処分量を減少させるととも

に、飼料や肥料等の原材料として再生利用するため、食

品関連事業者（製造、流通、外食等）による食品循環資

源の再生利用等を促進するもの。（平成１３年５月施行） 
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用 語 説   明  

水銀に関す

る水俣条約 

水銀及び水銀を使用した製品の製造と輸出入を規制す

る国際条約。地球規模の水銀及び水銀化合物による汚染

や、それによって引き起こされる健康及び環境被害を防

ぐため、国際的に水銀を管理することを目指すもの。２

０１３年１月１９日にジュネーブで開かれた国際連合

環境計画(ＵＮＥＰ)の政府間交渉委員会にて全会一致

で名称案を可決し、９２か国（含むＥＵ）が条約への署

名をおこなった。発効は５０か国が批准してから９０日

後とされており、その時期は２０１６年ごろと予想され

ている。 
 

生産緑地 生産緑地法に基づき自治体が指定する土地又は森林の

こと。緑地が持つ地盤保持や保水などの働きによる都市

環境の保全を目的としている。 

 
生態系サー

ビス 

人類は、生態系によって提供される多くの資源とプロセ

スから利益を得ている。このような利益は、まとめて「生

態系サービス」と呼ばれている。生態系サービスは、次

の５つの種類に分類することができる。 

①（供給）食品や水といったものの生産・提供 

②（調整）気候などの制御・調節 

③（文化）レクリエーションなど精神的・文化的利益 

④（基盤）栄養循環や光合成による酸素の供給 

⑤（保全）多様性を維持し、不慮の出来事から環境を保

全すること。 
 

生物多様性 あらゆる生物種の多さと、それらによって成り立ってい

る生態系の豊かさやバランスが保たれている状態を言

い、さらに、生物が過去から未来へと伝える遺伝子の多

様さまでを含めた幅広い概念。 
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用 語 説   明  

生物多様性

基本法 

生物多様性の保全と持続可能な利用に関する施策を総

合的・計画的に推進することで、豊かな生物多様性を保

全し、その恵みを将来にわたり享受できる自然と共生す

る社会を実現するもの。（平成２０年６月施行） 
 

生物多様性

保全活動促

進法 

地域における生物多様性の保全の必要性に鑑み、地域に

おける多様な主体が連携して行う生物多様性保全活動

を促進することによって、豊かな生物多様性を保全する

ことを目的としている。（平成２３年１０月施行） 

 た ダーバン合

意 

２０１１年、南アフリカのダーバンで開催された気候変

動枠組条約第 17回締約国会議（ＣＯＰ１７）での合意。

交渉は難航し、会期を延長した結果、将来の枠組みへの

道筋、京都議定書第二約束期間に向けた合意、みどりの

気候基金及びカンクン合意の実施など一連の決定（これ

を「ダーバン合意」という）を採択した。日本政府は、

京都議定書の第二約束期間に参加せず、２０１３年以降

については独自の削減努力を続けるとしている。 
 
ダイオキシ

ン類 

ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン(ＰＣＤＤ)、ポリ

塩化ジベンゾフラン(PCDF)及びコプラナーポリ塩化ビ

フェニル(Ｃｏ‐ＰＣＢ)の総称。その発生源は廃棄物焼

却のほか、燃焼工程を持つ製造業、農薬の不純物等が指

摘されている。猛毒で発ガン性や催奇形性が高い。 
 
地球温暖化

対策の推進

に関する法

律 

この法律は、地球温暖化が地球全体の環境に深刻な影響

を及ぼすものであり、大気中の温室効果ガスの濃度を安

定化させ地球温暖化を防止することが人類共通の課題

であり、地球温暖化対策計画を策定するとともに、温室

効果ガスの排出の抑制等を促進するための措置を講ず

ること等により、地球温暖化対策の推進を図るもの。 

（平成１１年４月施行） 
 
低炭素社会 地球温暖化を防ぐため、二酸化炭素やメタンなどの温室

効果ガスをできる限り排出しない社会。石油などの化石

燃料に過度に頼らず、自然エネルギーを活用し、大量生

産・大量消費社会から循環型社会へ転換することを目的

とする。 
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用 語 説   明  

適正管理化

学物質 

六価クロム、ＰＣＢ、トリクロロエチレンなどの５９項

目の化学物質であり、性状及び使用状況等から特に適正

な管理が必要とされる。東京都は適正管理化学物質を年

間１００ｋｇ以上取り扱う事業者に対し、年間の使用

量、製造量、出荷量などの報告を義務付けている。 

 東京都特別

栽培農産物

認証制度 

化学合成農薬や化学肥料を大幅に削減した農産物に対

して、東京都が「東京都エコ農産物」として認証する制

度。 

 特定生産緑

地 

平成２９年５月に生産緑地法が改正され、生産緑地を保

全する仕組みとして創設された。 

生産緑地の指定から３０年が経過する以前に、所有者等

の意向をもとに市が当該生産緑地を特定生産緑地に指

定することで、市に買取り申出のできる時期が１０年延

期される制度。 
 
都市農業振

興基本法 

人口の減少や高齢化が進む中、これまで宅地化予定地と

して見られてきた都市農地に対する開発圧力も低下し

てきている。また、東日本大震災を契機とし、防災の観

点から都市農地を保全すべきとの声が広がっている。基

本法では都市農地の有効な活用及び適正な保全、市街地

と農との共存を基本理念として、政府に対し、必要な法

制上、財政上、税制上、金融上の措置を講じるよう求め

ている。また、総合的・計画的に施策が推進されるよう、

政府による都市農業振興基本計画の策定が義務付けら

れた。（平成２７年４月施行） 

は 排出物原単

位 

１人１日当たりのごみ排出量のことで、「総排出量÷年

度末人口÷年間日数」で計算する。ごみの発生抑制や

分別の徹底の効果を計る指標とされる。  
ヒートアイ

ランド現象 

都市部にできる局地的な高温域のことで、冷房などの空

調排熱、コンクリートやアスファルト面の増大による蓄

熱量の増加などにより温度が上がる現象。緑地、水面の

減少に伴う蒸散効果の減少も要因の一つ。等温線が島の

ような形になることからこの名前がついている。 
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 用 語 説   明 

 ４Ｒ 日本では平成１２年に循環型社会形成推進基本法にお

いて３Ｒの考え方が導入された。３Ｒとは、Ｒｅｄｕｃ

ｅ（リデュース＝廃棄物を出さない）、Ｒｅｕｓｅ（リ

ユース＝再使用する）、Ｒｅｃｙｃｌｅ（リサイクル＝

再資源化する）の略称。廃棄物をできるだけ出さず、使

用済みの物を再使用や再利用を心がけるというもので、

循環型社会をつくっていく上で基本的な考え方となる。

３Ｒの理念に基づき、国内では各種リサイクル法が整備

されている。最近ではこれにＲｅｆｕｓｅ（リフューズ

＝不要なものは断る）を加え、４Ｒという考え方が浸透

しつつある。 

 

 

 

や 容器包装リ

サイクル法 

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律」の略称。家庭から排出されるごみの重量の約

２～３割、容積で約６割を占める容器包装廃棄物につい

て、リサイクルの促進等により、廃棄物の減量化を図る

とともに、資源の有効利用を図るもの。（平成９年４月

施行） 

ら リオ＋２０ ２０１２年６月２０日から２２日までの３日間、ブラジ

ルのリオデジャネイロで開催された環境と持続可能な

開発に関する国際会議。１９９２年に行われた国連環境

開発会議（地球サミット）のフォローアップを目的とし、

国連に加盟する１８８カ国と EU などから代表団が参加

した。環境保全と貧困根絶などに関する新目標を２０１

５年までに策定することなどを盛り込んだ、成果文書

「私たちの望む未来」が採択された。 
 
緑被率 一定の広がりの地域で、樹林・草地、農地、園地などの

みどりで覆われる土地の面積割合で自然度を表す指標

の一つ。夏に撮影した空中写真などを測定データとして

用いている。 
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用 語 説   明  

ＲｏＨＳ 電子・電気機器における特定有害物質の使用制限につい

ての欧州連合（ＥＵ）による指令である。２００３年２

月にＷＥＥＥ指令と共に公布され、２００６年７月に施

行された。(Ｒｅｓｔｒｉｃｔｉｏｎ ｏｆ Ｈａｚａｒ

ｄｏｕｓ Ｓｕｂｓｔａｎｃｅｓ) 
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